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Ａ 人口・
世帯

東京都における高齢化率は、総人口がピークを迎える令和１２（２０３０）年には２３．４％であり、令和２２（２０４０）

年には２７．３％とおよそ４人に１人が高齢者になると推計されます。

注：平成12年～平成22年の総数は年齢不詳を含まない。

注：１万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。

出典）総務省「国勢調査」[平成12年～令和2年]、東京都政策企画局による推計[令和7年～令和32年] 3

人口の推移（東京都）



後期高齢者の割合は年々上昇し、令和７（２０２５）年には東京都の後期高齢者人口割合は１３．５％になります。

出典）総務省「国勢調査」[平成12年から令和2年まで]、東京都政策企画局による推計[令和7年～令和32年]
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Ａ 人口・
世帯 高齢者人口の推移（東京都）



後期高齢者の割合は年々上昇し、令和２（２０２０）年から令和１７年（２０３５年）にかけて後期高齢者が前期高齢
者人口を上回ります。

5

Ａ 人口・
世帯 高齢者人口の推移（東京都）５歳刻み

出典）総務省「国勢調査」[平成12年から令和2年まで]、東京都政策企画局による推計[令和7年～令和32年]



令和2（2020）年から令和12（2030）年までの10年間で東京都の高齢者人口（65歳以上）は27.7万人増加し、増加
率8.9％で都道府県中4位となっています。

6

増加率下位5位

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5（2023）年推計））

Ａ 人口・
世帯 高齢者人口（６５歳以上）の増加率・増加数（都道府県比較）
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7

増加率上位5位（東京都を含む） 増加率下位5位

令和2（2020）年から令和32（2050）年までの30年間で東京都の高齢者人口（65歳以上）は115.1万人増加し、増
加率37.0％で都道府県中2位となっています。

Ａ 人口・
世帯 高齢者人口（６５歳以上）の増加率・増加数（都道府県比較） 令和32（2050）年まで

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5（2023）年推計））
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令和2（2020）年から令和12（2030）年までの10年間で東京都の高齢者人口（75歳以上）は29.9万人増加し、増加

率18.2％で都道府県中39 位となっています。

8

増加率上位5位 増加率下位5位

Ａ 人口・
世帯 高齢者人口（７５歳以上）の増加率・増加数（都道府県比較）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5（2023）年推計））
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増加率下位5位

令和2（2020）年から令和32（2050）年までの20年間で東京都の高齢者人口（75歳以上）は87.3万人増加し、増加
率53.1％で都道府県中3位となっています。

Ａ 人口・
世帯 高齢者人口（７５歳以上）の増加率・増加数（都道府県比較） 令和32（2050）年まで

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5（2023）年推計））
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増加率上位5位（東京都を含む）



後期高齢者人口の推移をみると、令和7（2025）年から令和32（2050）年にかけては、東京都など大都市部での
著しい増加がみられます。

10

令和7（2025）年の 75 歳以上人口を 100 としたときの令和32（2050）年の 75 歳以上人口の推移

Ａ 人口・
世帯 後期高齢者人口推移（都道府県比較）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5（2023）年推計））



注釈：1万世帯未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。

出典：東京都政策企画局「未来の東京戦略version up 2023」別冊資料

都における高齢者世帯は増加傾向が続く予測となっており、高齢者単独世帯が高齢者夫婦世帯数を上回って
推移しています。
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Ａ 人口・
世帯 世帯数の推移（東京都）



東京都における要介護（支援）認定者数は増加し、要介護（支援）認定率も上昇傾向にあります。

出典：東京都福祉保健局「介護保険事業状況報告（月報）」、厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」 12

B 介護
サービス 第１号被保険者の認定率の推移（東京都）
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後期高齢者の要介護（支援）認定率（33.5％）は、前期高齢者の要介護（支援）認定率（4.9％）の約７倍です。

出典：東京都福祉保健局「介護保険事業状況報告（月報）令和3年12月末現在」、東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（令和4年1月1日現在）」

厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）令和3年12月末現在」、総務省「人口推計（令和4年1月1日現在）」
13
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B 介護
サービス 年齢階級別 要支援・要介護認定者数と認定率（東京都）



時点：令和4年(2022年)

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」
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B 介護
サービス 調整済み認定率（区市町村別）

合計調整済み

認定率[%]

合計調整済み

認定率[%]

合計調整済み

認定率[%]

千代田区 19.6 葛飾区 20.3 東久留米市 19.3

中央区 20.7 江戸川区 19.9 武蔵村山市 18.1

港区 20.7 八王子市 20.1 多摩市 16.1

新宿区 20.4 立川市 19.9 稲城市 17.7

文京区 19.2 武蔵野市 19.1 羽村市 17.8

台東区 22.7 三鷹市 18.7 あきる野市 16.9

墨田区 19.9 青梅市 17.1 西東京市 20.5

江東区 20.8 府中市 19.3 瑞穂町 18.2

品川区 18.6 昭島市 20.1 日の出町 17.3

目黒区 20.5 調布市 20.4 檜原村 13.3

大田区 18.8 町田市 19.6 奥多摩町 15.8

世田谷区 20.7 小金井市 19.8 大島町 18.9

渋谷区 20.1 小平市 20.3 利島村 16.2

中野区 18.9 日野市 20.7 新島村 20.4

杉並区 19.2 東村山市 19.6 神津島村 19.4

豊島区 19.8 国分寺市 19.1 三宅村 18.5

北区 20.8 国立市 21.1 御蔵島村 15.0

荒川区 19.0 福生市 18.0 八丈町 20.1

板橋区 20.1 狛江市 21.3 青ヶ島村 10.5

練馬区 20.5 東大和市 20.6 小笠原村 22.4

足立区 21.8 清瀬市 20.9



（時点）令和３年（2021年）

（出典）地域包括ケア「見える化」システム帳票Ｄ14 ※本指標は比較的利用者の多い介護サービスの集計を行っている。
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B 介護
サービス 一人当たり給付月額サービス別（東京都）

（単位:円） （単位:円） （単位:円） （単位:円） （単位:円）

順位 順位

区市町村 令和3年 区市町村 令和3年 区市町村 令和3年 区市町村 令和3年 区市町村 令和3年

1位 大島町 3,162     1位 千代田区 1,657     1位 葛飾区 946       1位 神津島村 4,205     1位 利島村 2,753     

2位 港区 2,901     2位 目黒区 1,616     2位 昭島市 933       2位 荒川区 2,971     2位 神津島村 2,441     

3位 台東区 2,839     3位 新島村 1,605     3位 足立区 914       3位 大田区 2,907     3位 新島村 2,207     

4位 足立区 2,721     4位 中央区 1,562     4位 大田区 911       4位 葛飾区 2,815     4位 八丈町 1,269     

5位 墨田区 2,654     5位 港区 1,556     5位 西東京市 898       5位 台東区 2,652     5位 大島町 1,010     

平均 東京都 2,057     平均 東京都 891       平均 東京都 794       平均 東京都 2,174     平均 東京都 493       

55位 小笠原村 541       55位 御蔵島村 418       56位 日の出町 476       55位 日の出町 989       56位 目黒区 354       

56位 奥多摩町 465       56位 八丈町 360       57位 奥多摩町 411       56位 新島村 246       57位 世田谷区 342       

57位 日の出町 353       57位 奥多摩町 268       58位 御蔵島村 250       57位 利島村 69        58位 多摩市 318       

58位 神津島村 313       58位 神津島村 114       59位 三宅村 149       58位 檜原村 39        59位 三鷹市 309       

59位 檜原村 165       59位 檜原村 105       60位 神津島村 38        59位 奥多摩町 28        60位 小笠原村 141       

（単位:円） （単位:円） （単位:円） （単位:円） （単位:円）

順位

区市町村 令和3年 区市町村 令和3年 区市町村 令和3年 区市町村 令和3年 区市町村 令和3年

1位 文京区 4,049     1位 荒川区 1,327     1位 青ヶ島村 28,777    1位 青ヶ島村 6,890     1位 八王子市 1,127     

2位 港区 3,987     2位 葛飾区 1,207     2位 利島村 15,515    2位 国立市 3,466     2位 狛江市 976       

3位 世田谷区 3,768     3位 江戸川区 1,169     3位 奥多摩町 13,703    3位 あきる野市 3,426     3位 青梅市 747       

4位 目黒区 3,758     4位 墨田区 1,141     4位 檜原村 13,574    4位 新島村 3,302     4位 青ヶ島村 683       

5位 新宿区 3,696     5位 大田区 1,095     5位 神津島村 12,583    5位 瑞穂町 3,187     5位 三鷹市 620       

平均 東京都 2,681     平均 東京都 826       平均 東京都 3,855     平均 東京都 1,844     平均 東京都 371       

54位 新島村 326       50位 港区 406       58位 文京区 2,941     56位 大島町 1,119     54位 江戸川区 109       

55位 日の出町 264       51位 日の出町 292       59位 三鷹市 2,925     57位 杉並区 1,103     55位 台東区 108       

56位 奥多摩町 213       52位 武蔵野市 276       60位 国立市 2,857     58位 狛江市 1,070     56位 中央区 96        

57位 檜原村 23        53位 福生市 222       61位 世田谷区 2,747     59位 渋谷区 962       57位 葛飾区 69        

58位 神津島村 16        54位 瑞穂町 192       62位 御蔵島村 1,613     60位 小笠原村 47        58位 神津島村 38        

順位
短期入所生活介護

順位
特定施設入居者生活介護

順位
認知症対応型共同生活介護

順位
介護老人福祉施設

順位
介護老人保健施設

訪問介護 訪問看護
順位

福祉用具貸与
順位

通所介護

介護療養型医療施設



16時点：令和5年(2023年)

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

B 介護
サービス 第１号被保険者１人あたり給付月額（区市町村別）

第１号被保険者

１人あたり給付月額[円]

第１号被保険者

１人あたり給付月額[円]

第１号被保険者

１人あたり給付月額[円]

千代田区 27,096 葛飾区 27,035 東久留米市 22,654

中央区 25,637 江戸川区 24,279 武蔵村山市 20,074

港区 26,271 八王子市 21,159 多摩市 19,583

新宿区 26,717 立川市 23,472 稲城市 19,251

文京区 27,318 武蔵野市 26,677 羽村市 20,172

台東区 27,833 三鷹市 24,778 あきる野市 21,717

墨田区 27,081 青梅市 19,596 西東京市 26,265

江東区 23,928 府中市 23,468 瑞穂町 20,061

品川区 22,768 昭島市 23,032 日の出町 21,615

目黒区 27,559 調布市 23,784 檜原村 31,699

大田区 26,475 町田市 23,065 奥多摩町 25,363

世田谷区 27,238 小金井市 23,666 大島町 23,316

渋谷区 26,324 小平市 24,156 利島村 18,693

中野区 25,582 日野市 24,004 新島村 26,149

杉並区 26,265 東村山市 23,347 神津島村 24,139

豊島区 24,982 国分寺市 23,149 三宅村 19,412

北区 26,217 国立市 24,459 御蔵島村 6,816

荒川区 25,844 福生市 22,541 八丈町 24,336

板橋区 25,085 狛江市 27,174 青ヶ島村 13,008

練馬区 28,217 東大和市 21,810 小笠原村 13,731

足立区 27,634 清瀬市 24,723 ※要介護度別の給付月額の合計値



第１号被保険者１人あたり給付月額について、東京都の平均は在宅サービスでは13,570円、施設及び居住系
サービスでは11,525円であった。

時点：令和5年(2023年) 出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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B 介護
サービス 被保険者１人あたり給付月額（在宅サービス・施設および居住系サービス）（区市町村別）
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○ 常時介護を必要とし、在宅生活が困難な高齢者の施設

出典：高齢者施策推進部調査

特別養護老人ホームの整備計画と実績 （定員（人））

第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

Ｃ 施設 特別養護老人ホームの整備
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○ 急性期の治療後、在宅生活への復帰を目指す要介護高齢者に対し、看護、介護、医療、日常生活上の
世話を行う施設

出典：高齢者施策推進部調査

介護老人保健施設の整備計画と実績 （定員（人））

第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

Ｃ 施設 介護老人保健施設の整備
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出典：高齢者施策推進部調査

○ 家庭的な環境と地域住民との交流の下で、認知症高齢者の安定的な生活を支援する施設

第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

認知症高齢者グループホームの整備計画と実績 （定員（人））

Ｃ 施設 認知症高齢者グループホームの整備



○ 都は、東京都高齢者保健福祉計画の策定の基礎資料とするため、3年ごとに本調査を実施

○ 入所の必要性が高いと考えられる「在宅・要介護3以上かつ優先度高」の申込者は、
前回調査と比較して約21％減少

• 1人で複数の施設に申し込んでいる場合は名寄せ（重複控除）

• 「優先度高」とは、都が策定したガイドラインをもとに、区市町村や
施設において、介護の必要の程度や家族・住居の状況等を勘案
し、入所の優先度が高いと判定された申込者

21

令和元年度調査結果（前回）

優先度高
3,820人

入所申込者数 29,126人

在宅・要介護３以上
10,935人

令和４年度調査結果

優先度高
3,016人

入所申込者数 23,694人

在宅・要介護３以上
10,029人

（参考）
令和4年4月1日時点施設定員 51,987人
令和3年度中の新規入所者 16,378人（※）

※ 東京都福祉保健局HPの月報数値による

約19％ 減少

約8％ 減少

約21％ 減少

要介護３以上
25,811人

要介護３以上
21,495人約17％ 減少

Ｃ 施設 特別養護老人ホームへの入所申込等に関する調査結果について(概要)



（※） 今年度は、介護度不明者等について、本調査における東京都の要介護度別の割合を基に按分している。

（※1） 要介護1又は2のうち特例入所に該当することが不明な方も含めて計上している。

（※2） 介護老人保健施設、病院、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等に入居等している方。

【調査基準日：令和4年4月1日】
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Ｃ 施設 東京都における特別養護老人ホームへの入所申込者数の状況



出典：独立行政法人福祉医療機構「令和４年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査 報告書」

入所者は従来型、ユニット型ともに要介護4が最も多く約40％を占めている。受け入れ可能な医療的ケアは膀胱留置カ
テーテルが最も多く79.7％、ついで経管栄養（胃ろう）と褥瘡処置が79.5％となっている。
最も多くの職員が配置されているのは14：00～15：00で、介護職員、看護職員合わせて21.5人が配置されていた。

23

入所前・退所後の居所

要介護度別の入所者数 受け入れ可能な医療的ケア（複数回答）

時間帯別の職員配置

Ｃ 施設 特別養護老人ホームの状況（要介護度、入所前・退所後居所、医療的ケア、時間帯別の職員配置）



出典：独立行政法人福祉医療機構「令和４年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査 報告書」

入所者は従来型、ユニット型ともに要介護4が最も多く約30％を占めている。受け入れ可能な医療的ケアは経管栄養（胃
ろう）が最も多く86.8％、ついで褥瘡処置が85.1％となっている。
最も多くの職員が配置されているのは12:00～13:00で、介護職員と看護職員を合わせて20.5人が配置されていた。
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入所前・退所後の居所

要介護度別の入所者数 受け入れ可能な医療的ケア（複数回答）

時間帯別の職員配置

Ｃ 施設 介護老人保健施設の状況（要介護度、入所前・退所後居所、医療的ケア、時間帯別の職員配置）

※有効回答となった113施設のデータによる。

※有効回答となった115施設のデータによる。



出典：独立行政法人福祉医療機構「令和４年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査 報告書」

入所者は要介護4が最も多く18.3％を占めている。受け入れ可能な医療的ケアは在宅酸素療法が最も多く81.7％、ついで
褥瘡処置が80.4％となっている。
最も多くの職員が配置されているのは14:00～15:00で、介護職員と看護職員を合わせて9.8人が配置されていた。
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入所前・退所後の居所

要介護度別の入所者数 受け入れ可能な医療的ケア（複数回答）

時間帯別の職員配置

Ｃ 施設 有料老人ホームの状況（要介護度、入所前・退所後居所、医療的ケア、時間帯別の職員配置）

※有効回答となった427施設のデータによる。

※有効回答となった417施設のデータによる。



有料老人ホームは世田谷区が100施設と最も多く、次いで練馬区が84施設で多い。
東京都の有料老人ホームの65.1％が区部に設置されている。
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各市区町村における有料老人ホームの数

出典：東京都福祉保健局「有料老人ホーム一覧」

Ｃ 施設 有料老人ホームの地域分布



出典：独立行政法人福祉医療機構「令和４年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査 報告書」

入所者は要介護3が最も多く28.3％を占めている。受け入れ可能な医療的ケアは褥瘡処置が最も多く24.3％、ついで在宅
酸素療法が22.2％となっている。

27

入所前・退所後の居所

要介護度別の入所者数 受け入れ可能な医療的ケア（複数回答）

時間帯別の職員配置※データなし

Ｃ 施設 認知症グループホームの状況（要介護度、入所前・退所後居所、医療的ケア、時間帯別の職員配置）

※有効回答となった366施設のデータによる。

※有効回答となった379施設のデータによる。
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特養、老健、有料、GHおよび介医は、「家族や同居者が介護を担えない」の割合がもっとも高かった。軽費は「独居
であり、身近に介護者がいない」、養護は「戻る住居がない」の割合がもっとも高かった。

出典：独立行政法人福祉医療機構「令和４年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査 報告書」

注） それぞれの施設で入所理由が多い順に「赤・青・黄」で塗りつぶしている

各施設の入所理由（1施設当たり最大3つの理由を回答）

Ｃ 施設 各施設の入所理由
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入所元として、特養、軽費、有料、GHは自宅から、老健、介医は医療機関からの入所が最も多かった。
退所先として、特養、養護、有料、GH、介医は死亡、老健は医療機関、軽費は老健が最も多かった。

出典：独立行政法人福祉医療機構「令和４年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査 報告書」

各施設の上位３つの入所元・退所先

Ｃ 施設 各施設の上位３つの入所元・退所先



○ 利用率は従来型で94.4％、ユニット型で93.6％となっており、従来型は全国よりも高く、ユニット型は全国を下回る。
○ 収益面では入所者1人1日当たりサービス活動収益が、従来型・ユニット型ともに全国を上回る。
○ 費用面では、従事者1人当たり人件費が従来型・ユニット型ともに全国を上回り、人件費率も従来型（67.3％）、

ユニット型（64.2％）ともに全国を上回る。
○ サービス活動増減差額比率は、従来型（1.3％）、ユニット型（3.3％）となり、いずれも全国を下回る。

従来型 ユニット型
区 分 東京都 全国 差 東京都 全国 差

n=142 n=1,756 東京都-全国 n=97 n=3,190 東京都-全国

機能性
定員数 人 95.6 70.3 25.2 94.7 58.4 36.3
利用率 % 94.4 93.7 0.7 93.6 93.8 △ 0.3

要介護度 ― 3.99 3.98 0.01 3.90 3.88 0.02

入所者1人1日当たり
サービス活動収益

円 13,732 12,406 1,327 15,116 14,565 551

従事者の状況
利用者10人当たり従事者数 人 6.70 6.68 0.02 7.66 7.98 △ 0.32
うち介護職員 人 4.32 4.20 0.12 5.45 5.44 0.01
うち看護職員 人 0.58 0.62 △ 0.05 0.59 0.65 △ 0.06

従事者1人当たり人件費 千円 5,407 4,468 940 5,025 4,202 823
収支の状況
サービス活動増減差額比率 % 1.3 1.4 △ 0.1 3.3 4.8 △ 1.5
人件費率 % 67.3 65.9 1.4 64.2 63.1 1.1
経費率 % 26.9 28.3 △ 1.3 26.6 24.7 1.9
減価償却費率 % 4.1 4.2 △ 0.2 5.4 7.2 △ 1.8
赤字割合 % 48.6 42.0 6.6 36.1 30.5 5.6

30出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和4年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和5年） p.7

Ｃ 施設 特別養護老人ホーム（従来型／ユニット型の経営状況）



○ 東京都の従来型の赤字施設は定員数が黒字施設よりも15.2人少ない。
○ 収益面では、利用率は黒字施設を01.ポイント下回っていたものの、利用者の要介護度にはほぼ差がなく、利用者1 
人1日当たりサービス活動収益も同水準である。

○ 費用面では、赤字施設の人件費率が71.4％と黒字施設の64.0％を大きく上回る。従事者1人当たり人件費は、赤字
施設が30千円少ないが、利用者10人当たり従事者数は赤字施設の方が0.75人多い。

東京都（従来型） 全国（従来型）
区 分 黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差

n=73 n=69 黒字-赤字 n=1,019 n=737 黒字-赤字

機能性

定員数 人 102.9 87.7 15.2 72.4 67.4 5.0

利用率 % 94.5 94.3 0.1 94.6 92.2 2.4

要介護度 ― 4.00 3.98 0.02 3.98 3.98 0.00

利用者1人1日当たりサービス活動収益 円 13,722 13,745 △ 23 12,441 12,351 90

従事者の状況

利用者10人当たり従事者数 人 6.36 7.11 △ 0.75 6.45 7.03 △ 0.57

うち介護職員 人 4.14 4.54 △ 0.40 4.08 4.37 △ 0.29

うち看護職員 人 0.55 0.62 △ 0.07 0.61 0.65 △ 0.05

従事者1人当たり人件費 千円 5,422 5,392 30 4,406 4,555 △ 149

収支の状況

サービス活動増減差額比率 % 5.7 △ 4.2 9.8 6.1 △ 5.7 11.8

人件費率 % 64.0 71.4 △ 7.4 62.6 71.0 △ 8.4

経費率 % 26.6 27.4 △ 0.7 27.3 29.7 △ 2.4

減価償却費率 % 3.6 4.7 △ 1.1 3.9 4.9 △ 1.0

31出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.8

Ｃ 施設 特別養護老人ホーム（赤字／黒字施設＜従来型＞の比較）



○ 東京都の従来型の赤字施設は定員数が黒字施設よりも13.8人少ない。
○ 収益面では、要介護度の差はみられなかったが、利用率と利用者1人1日当たりサービス活動収益は黒字施設と大き

な差がみられた。
○ 費用面では、赤字施設の人件費率は72.8%と黒字施設の60.5%を大きく上回る。従事者1人当たり人件費は大きな差

はないが、利用者10人当たり従事者数は赤字施設の方が0.74人多い。

東京都（ユニット型） 全国（ユニット型）

区 分 黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差

n=62 n=35 黒字-赤字 n=2,218 n=972 黒字-赤字

機能性

定員数 人 99.7 85.9 13.8 61.1 52.4 8.7

利用率 % 94.5 91.6 2.8 94.9 91.1 3.8

要介護度 ― 3.91 3.90 0.00 3.88 3.88 △ 0.00

利用者1人1日当たり
サービス活動収益

円 15,470 14,341 1,129 14,607 14,448 158

従事者の状況

利用者10人当たり従事者数 人 7.42 8.16 △ 0.74 7.75 8.64 △ 0.90

うち介護職員 人 5.29 5.79 △ 0.50 5.30 5.83 △ 0.54

うち看護職員 人 0.56 0.65 △ 0.08 0.63 0.71 △ 0.08

従事者1人当たり人件費 千円 5,056 4,966 90 4,182 4,251 △ 68

収支の状況

サービス活動増減差額比率 % 8.1 △ 8.1 16.1 8.4 △ 5.4 13.8

人件費率 % 60.5 72.8 △ 12.3 60.8 69.7 △ 8.9

経費率 % 26.1 27.8 △ 1.7 24.1 26.5 △ 2.4

減価償却費率 % 4.8 6.9 △ 2.1 6.5 9.0 △ 2.5

32出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.9

Ｃ 施設 特別養護老人ホーム（赤字／黒字施設＜ユニット型＞の比較）



○ 東京都の老健は、定員数が113.4人と全国の100.4人に比べて多く、要介護度が3.27と全国の3.16よりも高い。
○ 収益面では、利用者1人1日当たり事業収益は18,318円と全国の17,646円を上回る。
○ 費用面では、従事者1人当たり人件費は5,643千円と全国の4,472千円よりも1,171千円高く、人件費率は63.4%と全国

の61.7%を上回り、事業収益対事業利益率は1.0%と全国の2.9%を1.9ポイント下回る。

区 分
東京都 全国 差

n=67 n=1,478 東京都-全国

機能性

定員数 人 113.4 100.4 13.0
利用率 % 87.6 88.0 △ 0.4
要介護度 ― 3.27 3.16 0.11
利用者1人1日当たり事業収益 円 18,318 17,646 672
従事者の状況

利用者100人当たり従事者数 人 75.2 66.3 8.9
うち医師 人 1.5 1.1 0.4
うち看護師・准看護師・介護職員 人 50.8 44.7 6.1
うち支援相談員・PT・OT・ST 人 10.5 6.7 3.8

従事者1人当たり人件費 千円 5,643 4,472 1,171
収支の状況

事業収益対事業利益率 % 1.0 2.9 △ 1.9
人件費率 % 63.4 61.7 1.7
経費率 % 20.4 20.3 0.1
減価償却費率 % 3.9 4.5 △ 0.6
赤字割合 % 49.3 33.8 15.5

33
出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.13

Ｃ 施設 介護老人保健施設の経営状況



○ 収益面では、東京都の赤字施設は黒字施設に比べて利用率と利用者1人1日当たり事業収益が低い。
○ 費用面では、利用者100人当たり従事者数は赤字施設が80.0人と黒字施設より9.1人多い。また、従事者1人当たり人
件費は393千円低いが、人件費率は7.4ポイント高い。

東京都 全国
区 分 黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差

n=34 n=33 黒字-赤字 n=979 n=499 黒字-赤字

機能性

定員数 人 113.4 113.4 △ 0.0 102.2 96.9 5.3
利用率 % 90.3 84.7 5.6 89.3 85.4 3.9
要介護度 ― 3.27 3.28 △ 0.01 3.16 3.15 0.01
利用者1人1日当たり事業収益 円 18,883 17,698 1,184 17,637 17,664 △ 27

従事者の状況

利用者100人当たり従事者数 人 70.8 80.0 △ 9.1 70.1 64.5 5.6
うち医師 人 1.4 1.7 △ 0.3 1.2 1.1 0.1
うち看護師・准看護師・介護職員 人 48.2 53.6 △ 5.4 46.9 43.7 3.2

うち支援相談員・PT・OT・ST 人 10.1 10.9 △ 0.8 7.2 6.4 0.8
従事者1人当たり人件費 千円 5,842 5,449 393 4,394 4,626 △ 232

収支の状況

事業収益対事業利益率 % 7.6 △ 6.8 14.5 7.1 △ 6.2 13.3
人件費率 % 60.0 67.4 △ 7.4 58.9 67.6 △ 8.7
経費率 % 19.8 21.1 △ 1.2 19.3 22.5 △ 3.2
減価償却費率 % 3.0 4.9 △ 1.9 4.2 5.1 △ 0.9

34

出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.15

Ｃ 施設 介護老人保健施設（赤字／黒字施設の比較）



区 分
東京都 全国 差

n=126 n=2,229 東京都-全国

機能性

定員数 人 16.5 15.3 1.2
利用率 % 97.7 95.3 2.4
要介護度 ― 2.72 2.61 0.10
利用者1人1日当たりサービス活動収益 円 14,787 13,419 1,368
従事者の状況

利用者10人当たり従事者数 人 9.07 8.84 0.23
うち介護職員 人 7.75 7.59 0.16

従事者1人当たり人件費 千円 5,954 3,853 2,100
収支の状況

サービス活動増減差額比率 % 3.5 3.5 0.0
人件費率 % 64.8 69.5 △ 4.8
経費率 % 29.6 21.7 7.9
減価償却費率 % 2.1 4.7 △ 2.6
赤字割合 % 41.3 36.0 5.3

○ 東京都の利用率は97.7％となっており、全国を2.4ポイント上回る。
○ 収益面では、入居者1人1日当たりサービス活動収益が14,787円と全国を1,368円上回る。
○ 費用面では、利用者10人当たり従事者数は9.07人と全国よりやや多いが、人件費率が64.8％と全国より4.8ポイント
低い。一方、経費率は29.6％と全国より7.9ポイント高い。

35出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和5年） p.31

Ｃ 施設 認知症高齢者グループホーム（経営状況）



○ 東京都の赤字施設の定員規模は15.8人と黒字施設よりも小さい。
○ 収益面では、要介護度はほぼ同水準だが、利用者1人1日当たりサービス活動収益は、赤字施設が208円下回る。
○ 費用面では、従事者1人当たり人件費は、赤字施設が5,591千円と620千円下回っているが、人件費率は72.2%と

12.2ポイント高く、経費率は36.2％と10.8ポイント高い。

東京都 全国
区 分 黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差

n=74 n=52 黒字-赤字 n=1,427 n=802 黒字-赤字
機能性

定員数 人 17.0 15.8 1.2 15.5 15.0 0.5
利用率 % 97.9 97.3 0.6 96.1 93.8 2.4
要介護度 ― 2.72 2.70 0.01 2.61 2.60 0.01
利用者1人1日当たり
サービス活動収益

円 14,869 14,661 208 13,487 13,291 196

従事者の状況

利用者10人当たり従事者数 人 8.74 9.57 △ 0.83 8.58 9.34 △ 0.76
うち介護職員 人 7.42 8.25 △ 0.83 7.39 7.97 △ 0.57

従事者1人当たり人件費 千円 6,211 5,591 620 3,761 4,012 △ 252
収支の状況

サービス活動増減差額比率 % 9.9 △ 6.4 16.3 9.1 △ 7.3 16.5
人件費率 % 60.0 72.2 △ 12.2 65.5 77.2 △ 11.7
経費率 % 25.4 36.2 △ 10.8 20.7 23.7 △ 3.0
減価償却費率 % 1.8 2.5 △ 0.7 4.2 5.6 △ 1.4

36出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.32

Ｃ 施設 認知症高齢者グループホーム（赤字／黒字施設の比較）



○ 定員数は72.9人と、特養と比較すると定員規模は小さい。利用率は79.9％と低いものの、入居者1人1日当たりサービ
ス活動収益は特養を大きく上回る。

○ 従事者については、従事者1人当たり人件費は4,237千円、入居者10人当たり従事者数は6.42人となっており、特養よ
りも若干低い水準で、人件費率は44.8%と特養よりも低い。

○ サービス活動増減差額比率は6.7%と特養よりも高い。

37

区 分
総数 25人以下 26～50人 51～75人 76～100人 101人以上

n=147 n=7 n=48 n=38 n=29 n=25

機能性

定員数 人 72.9 11.4 38.0 63.2 86.8 155.4
利用率 % 79.9 78.6 82.3 82.6 83.6 74.8
利用者1人1日当たり
サービス活動収益

円 16,626 16,825 18,418 17,105 16,185 15,688

従事者の状況

利用者10人当たり従事者数 人 6.42 8.70 7.52 6.74 6.06 5.85
うち介護職員 人 3.99 5.19 4.86 4.25 3.71 3.55
うち生活相談員 人 0.21 0.48 0.33 0.22 0.14 0.19

従事者1人当たり人件費 千円 4,237 4,591 4,428 4,347 4,220 4,025
収支の状況

サービス活動増減差額比率 % 6.7 △ 2.2 2.2 7.5 4.7 10.5
人件費率 % 44.8 65.0 49.6 46.9 43.3 41.1
経費率 % 37.3 33.9 31.7 28.5 39.1 45.8
減価償却費率 % 2.1 3.2 1.6 2.2 3.3 1.5
赤字割合 % 30.6 57.1 43.8 15.8 31.0 20.0

出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.26

Ｃ 施設 有料老人ホームの経営状況



○ 特定指定ありの赤字施設の定員数は62.5人と黒字施設よりも19.6人少なく、利用率も10.7ポイント低い。
○ 特定指定ありの赤字施設は利用者10人当たり従事者数が黒字施設よりも多く、従事者1人当たり人件費も高い。

また、人件費率は11.1ポイント高く、サービス活動増減差額比率は26.3ポイント低い。
○ 特定指定なしの赤字施設の定員数は37.8人と黒字施設よりも5.5人少ないが、利用率に大きな差はない。
○ 特定指定なしの赤字施設は利用者10人当たり従事者数が黒字施設よりも多いが、従事者1人当たり人件費は1,622

千円低く、人件費率は8.9ポイント低い。

38出典：独立行政法人福祉医療機構

「令和４年度 施設・居住系サービス事業者運営状況調査別冊資料1『各種施設の東京都内経営指標と全国経営指標の比較分析』」（令和５年） p.28

特定指定あり 特定指定なし
区 分 黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差

n=93 n=40 黒字-赤字 n=9 n=5 黒字-赤字
機能性

定員数 人 82.1 62.5 19.6 43.3 37.8 5.5
利用率 % 82.6 71.9 10.7 80.2 80.3 △ 0.1
利用者1人1日当たり
サービス活動収益

円 16,766 17,151 △ 385 13,017 12,053 964

従事者の状況

利用者10人当たり従事者数 人 6.08 7.72 △ 1.64 5.51 6.84 △ 1.33
うち介護職員 人 3.82 4.78 △ 0.96 3.07 3.82 △ 0.75
うち生活相談員 人 0.21 0.25 △ 0.05 0.13 0.00 0.13

従事者1人当たり人件費 千円 4,256 4,326 △ 70 4,140 2,517 1,622
収支の状況

サービス活動増減差額比率 % 12.8 △ 13.5 26.3 12.8 △ 21.1 33.9
人件費率 % 42.3 53.4 △ 11.1 48.0 39.1 8.9
経費率 % 35.7 43.7 △ 8.0 31.1 29.4 1.7
減価償却費率 % 1.9 2.2 △ 0.4 3.1 12.9 △ 9.8

Ｃ 施設 有料老人ホーム（黒字・赤字施設の比較）



39

基準日時点の平均介護度は1.68であり、29.3％が要介護度３以上である。認知症高齢者のうち、29.9％は日常
生活自立度Ⅲ・Ⅳ・Mに該当する。

平均介護度：1.68
（入居時1.20）

日常生活自立度

自立

18.9%

要支援1

8.4%

要支援2

7.1%

要介護1

19.6%

要介護2

15.9%

要介護3

12.5%

要介護4

11.0%

要介護5

5.8%

不明

0.7%

n=13.406

自立度不明

14.9%

Ⅰ

27.0%

Ⅱ

28.2%

Ⅲ

18.9%

Ⅳ

9.0%

М

2.0%

n=5,765

出典：東京都福祉保健局・住宅政策本部調べ

※平均介護度＝（要支援者人数×0.375＋要介護１の人数×1＋要介護２の人数×2＋要介護３の人数×3＋要介護４の人数×4＋要介護５の人数×5 ）/ 全入居者数

Ｄ 住まい サービス付き高齢者向け住宅入居者の状況（東京都）



40出典：東京都福祉保健局HP

※整備率＝登録戸数÷高齢者人口

Ｄ 住まい サービス付き高齢者向け住宅の地域分布（東京都）

地域名 戸数[戸] 整備率

 東京都全体 16,233 0.5%

 千代田区 0 0.0%

 中央区 96 0.4%

 港区 112 0.2%

 新宿区 82 0.1%

 文京区 0 0.0%

 台東区 172 0.4%

 墨田区 180 0.3%

 江東区 89 0.1%

 品川区 288 0.4%

 目黒区 0 0.0%

 大田区 513 0.3%

 世田谷区 1,516 0.7%

 渋谷区 44 0.1%

 中野区 110 0.2%

 杉並区 347 0.3%

 豊島区 164 0.3%

 北区 247 0.3%

 荒川区 0 0.0%

 板橋区 1,067 0.8%

 練馬区 988 0.5%

 足立区 1,801 1.1%

 葛飾区 983 0.9%

 江戸川区 89 0.1%

地域名 戸数[戸] 整備率

 八王子市 806 0.5%

 立川市 560 1.2%

 武蔵野市 138 0.4%

 三鷹市 384 0.9%

 青梅市 35 0.1%

 府中市 313 0.5%

 昭島市 310 1.0%

 調布市 331 0.6%

 町田市 1,165 1.0%

 小金井市 77 0.3%

 小平市 380 0.8%

 日野市 182 0.4%

 東村山市 428 1.0%

 国分寺市 135 0.5%

 国立市 46 0.3%

 福生市 257 1.6%

 狛江市 70 0.3%

 東大和市 233 1.0%

 清瀬市 208 0.9%

 東久留米市 135 0.4%

 武蔵村山市 94 0.5%

 多摩市 174 0.4%

 稲城市 163 0.8%

 羽村市 20 0.1%

 あきる野市 56 0.2%

 西東京市 569 1.1%

地域名 戸数[戸] 整備率

 瑞穂町 22 0.2%

 日の出町 24 0.4%

 檜原村 0 0.0%

 奥多摩町 0 0.0%

 大島町 0 0.0%

 利島村 0 0.0%

 新島村 0 0.0%

 神津島村 0 0.0%

 三宅村 0 0.0%

 御蔵島村 0 0.0%

 八丈町 30 1.1%

 青ヶ島村 0 0.0%

 小笠原村 0 0.0%



出典：総務省「国勢調査」（令和2年）

東京都では、持ち家の割合が全国よりも低く、民営の借家の割合が高い状況にある。特に65歳以上単独世帯で
は、約5割が借家で、そのうち民営の借家が約3割を占めている。
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66.3%

53.9%

88.2%

78.6%

82.1%

69.3%

8.8%

11.2%

3.7%

6.9%

4.9%

8.1%

2.6%

5.8%

1.4%

4.5%

1.6%

4.7%

20.4%

26.1%

5.9%

8.6%

10.5%

16.0%

0.3%

0.5%

0.3%

0.5%

0.3%

0.5%

1.5%

2.5%

0.5%

0.8%

0.7%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳以上の単独世帯

いずれかが65歳以上の夫婦のみの世帯

65歳以上世帯員がいる一般世帯

え持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営の借家 給与住宅 間借り

65歳以上
世帯員が
いる一般
世帯

【都】

【都】

【都】

【全国】

【全国】

【全国】

いずれかが
65歳以上の
夫婦のみの

世帯

65歳以上の
単独世帯

総数＝2,124,298

総数＝22,587,221

総数＝597,360

総数＝6,825,454

総数＝6,686,107

総数＝807,479

Ｄ 住まい 高齢期における住居の状況（東京都）



44.5

49.5

1.7

2.3

11.3

14.4

19.1

13.1

2.0

1.0

0.5

1.0

11.9

11.3

8.9

7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2（2020）年度

平成27（2015）年度

1 現在の住宅に住み続けたい

2 子供や親族の家またはその近くの一般の住宅に移りたい

3 高齢者向け住宅（サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホームなど）に入所したい

4 介護保険で入所できる施設（特別養護老人ホームなど）に入所したい

2～4以外の一般住宅に移りたい（自然環境の良いところ、生まれ育ったところなど）

その他

わからない

無回答

介護が必要になったときに希望する住まいとして「現在の住宅に住み続けたい」という方は、令和2（2020）年度の
調査においては全体の44.5％であり、平成27（2015）年度の調査と比較して減少している。
一方、「介護保険で入所できる施設（特別養護老人ホームなど）に入所したい」、「2～4以外の一般住宅に移りたい
（自然環境の良いところ、生まれ育ったところなど）」は増加している。

42
出典：東京都福祉保健局『令和2年度東京都福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」』

総数＝4,711人

総数＝4.390人

Ｄ 住まい 希望する高齢期の住まい（介護が必要になったとき）（東京都）



※第8期計画策定時点（令和2年度）等

出典：東京都高齢者福祉保健計画（令和2年度～令和5年度）

〇 都内における介護職員数は、令和7（2025）年度には約3万1千人の介護職員の不足が見込まれる。

〇 この需要ギャップを埋めるため、東京都は引き続き、中長期的な視点で介護人材の確保・定着・育成対策を
総合的に推進していく必要がある。
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Ｅ 人材 介護人材の需給推計（東京都）



1.82 

2.39 

2.82 

3.52 

4.34 

2.40 
2.17 

2.71 2.79 

3.29 

4.06 

4.94 

5.86 
6.14 

6.77 

7.15 

6.15

5.27

5.91

1.16 1.36 1.42 
1.30 

1.05 

0.55 
0.63 0.79 

0.99 
1.20 

1.37 
1.54 

1.74 
1.80 1.87 

1.80 

1.14 1.09
1.41

1.10 
1.38 

1.68 
2.00 

2.31 

1.48 
1.31 

1.58 
1.74 1.82 

2.22 

2.59 

3.02 

3.50 

3.90 
4.23 

3.9
3.62 3.74

0.80 0.92 1.02 1.00 
0.84 

0.44 0.48 0.59 0.72 0.83 
0.97 1.08 

1.22 1.35 1.45 1.41 

1.02 1.05
1.19

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

○令和元年度を境に有効求人倍率は減少するも、令和4年度は回復傾向にある。
○東京都における令和4（2022）年度介護関連職種の有効求人倍率は5.91倍と、全職業の3.74倍を大きく上回ってお
り、人手不足が深刻である。

【（日本全体）介護関連職種と失業率の関係】 【（東京）介護関連職種と職業計の比較】

出典：厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」
※有効求人倍率は令和4年2月まで（年間の数値は4月下旬に確定）

44

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17（2005）年度～令和3（2021）年度／年度別】 有効求人倍率の推移（東京都）
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Ｅ 人材 介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向



（注）採用（離職）率＝1年間の採用（離職）者数÷労働者数
出典：介護職員の採用（離職）率：（公財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（東京都）」、産業計の採用（離職）率：厚生労働省「雇用動向調査」

【介護職員と産業計の採用率の比較】

【介護職員と産業計の離職率の比較】
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Ｅ 人材 採用率・離職率の状況

○採用率は産業計より介護職員が高く、介護職員・産業計ともに採用率が低下していたが令和4年では回復傾向にある。
○介護職員の離職率は、産業計に比べてやや高い水準である。
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【現在の仕事を選んだ理由（複数回答）】 【現在の仕事の満足度】

46
出典：（公財）介護労働安定センター「令和4年度介護労働実態調査 介護労働者の就業実態と就業意識調査」

Ｅ 人材 介護労働者の就業実態① （東京都）

○現在の仕事を選んだ理由として、「働きがいのある仕事だから」と回答した者が最多である。
○現在の仕事の満足度では「仕事の内容・やりがい」が59.2％と最も高く、次に「職場の人間関係、コミュニケーション」
56.2％が高い。

53.9

36.5

36.4

35.4

23.0

22.8

18.9

17.3

14.2

8.5

7.1

3.7

4.1

1.1

0 50 100

働きがいのある仕事だと思ったから

人や社会の役に立ちたいから

今後もニーズが高まる仕事だから

資格・技能が活かせるから

介護の知識や技能が身につくから

お年寄りが好きだから

自分や家族の都合のよい時間（日）に働けるから

生きがい・社会参加のため

身近な人の介護の経験から

他によい仕事がないため

給与等の収入が多いから

特に理由はない

その他

無回答

(%)
59.2

56.2

47.8

44.0

38.7

33.1

30.0

26.5

26.5

26.0

24.1

21.8

0 50 100

仕事の内容・やりがい

職場の人間関係、コミュニケーション

職場の環境

雇用の安定性

労働時間・休日等の労働条件

勤務体制

職業生活全体

福利厚生

キャリアアップの機会

人事評価・処遇のあり方

賃金

教育訓練・能力開発のあり方

(%)



【労働条件等の悩み、不安、不満等（複数回答）】

47出典：（公財）介護労働安定センター「令和4年度介護労働実態調査 介護労働者の就業実態と就業意識調査」

Ｅ 人材 介護労働者の就業実態② （東京都）

○働く上での不安・不満等として、「人手が足りない」と回答した者が最多である。

○その次に、「仕事内容のわりに賃金が低い」「業務に対する社会的評価が低い」等の成果や報酬に関する不安が多
い。

49.6

41.4

31.5

26.5

25.2

24.7

24.5

20.9

13.0

10.5

10.4

9.4

7.5

7.4

6.2

4.4

2.8

0.5

5.7

2.5

0 20 40 60 80 100

人手が足りない

仕事内容のわりに賃金が低い

業務に対する社会的評価が低い

有給休暇が取りにくい

身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安がある）

健康面（感染症、怪我）の不安がある

精神的にきつい

休憩が取りにくい

夜間や深夜時間帯に何か起こるのではないかと不安がある

労働条件・仕事の負担について特に悩み、不安、不満等は感じていない

労働時間が長い

労働時間が不規則である

福祉機器の不足、機器操作の不慣れ、施設の構造に不安がある

介護業務と医療行為の境めが分かりにくいため不安である

雇用が不安定である

不払い残業がある・多い

仕事中の怪我などへの補償がない

無期雇用職員になれない

その他

無回答

(%)



【直前職をやめた理由（複数回答）】

48
出典：（公財）介護労働安定センター「令和4年度介護労働実態調査 介護労働者の就業実態と就業意識調査」

Ｅ 人材 介護労働者の就業実態③ （東京都）

○直前職をやめた理由として、「職場の人間関係に問題があったため」18.7％と最も高く、次に「自分の将来の見込み
が立たなかったため」17.0％が高い。

18.7

17.0

15.3

13.7

13.4

12.9

11.0

8.8

7.2

3.9

3.2

3.1

2.1

14.2

5.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

職場の人間関係に問題があったため

自分の将来の見込みが立たなかったため

収入が少なかったため

他に良い仕事・職場があったため

法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満があったため

結婚・出産・妊娠・育児のため

新しい資格を取ったから

人員整理・勧奨退職・法人解散・事業不振等のため

自分に向かない仕事だったため

家族の転職・転勤、又は事業所の移転のため

家族の介護・看護のため

定年・雇用契約の満了のため

病気・高齢のため

その他

無回答

(%)



【現在の法人に就職した理由（複数回答）】
（前職の有無）

【入職者の構成】

（前職の勤務先の仕事内容）
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出典：（公財）介護労働安定センター「令和4年度介護労働実態調査 介護労働者の就業実態と就業意識調査」

Ｅ 人材 介護労働者の就業実態④ （東京都）

○現在の法人に就職した理由として、「やりたい職種・仕事内容だから」「通勤が便利だから」と回答する者が多い。
○新規入職者の約77.0％が「前職あり」と回答し、再就職者が多い。
○直前職の仕事内容として、介護関係は約３割にとどまり、他分野からの就職者が多い。
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5.0
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前職なし

無回答
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0.3

0.0 50.0 100.0

やりたい職種・仕事内容だから

通勤が便利だから

働きがいのある仕事だと思ったから

資格・技能が活かせるから

人や社会の役に立ちたいから

労働日、労働時間が希望とあっているから

賃金等の水準が適当だから

法人の方針や理念に共感したから

経営が健全で将来的に安定しているから

理由は特にない

福利厚生が充実しているから

教育研修等が充実しているから

子育て支援が充実しているから

その他

無回答

(%)
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資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

介護職員 看護職員

訪問介護職員 介護支援専門員

問 職員の年齢について、年齢区分ごとに人数をお答えください。

介護職員についてはいずれの施設種別でも40代の常勤職員が最も多く、看護職員については在宅系（通所等）では60
代の非常勤職員、在宅系（訪問）では40代の常勤職員、施設系では50代の常勤職員が最も多かった。
訪問介護職員については60代の非常勤職員が最も多く、介護支援専門員は50代の常勤職員が最も多かった。

Ｅ 人材 職種別職員の年齢構成



〇 在宅系では「最もあてはまるもの」「あてはまるもの」ともに「ライフイベント（結婚・出産・育児・転居など）や体調不良等の職員の個人的な
事情による就業継続が困難」が、最も多い。次いで、在宅系（通所等）では「同僚や上司どの人間関係・雰囲気が良好ではなかったから」、在
宅系（訪問）では「体力面での負担が大きすぎたから」が多い。
〇 施設系では「本人の体調不良のため」51.9％が最も多く、次に「職員間の人間関係に問題があった」39.8％が多い。

【 〇在宅系（通所等）】 【☆施設系】

51

51.9%

39.8%

30.5%

26.3%

22.9%

16.5%

14.8%

13.3%

8.5%

5.2%

4.8%

4.6%

3.7%

18.3%

2.7%

0 10 20 30 40 50 60 70

本人の体調不良のため

職員間の人間関係に問題があった

他の社会福祉施設（高齢分野）への転職

家族の看病・介護のため

業務が重労働であるため

現在の給与が少ないため

結婚、出産、妊娠、育児

理念や運営のあり方に不満があった

給与が上がることが期待できない

スキルアップが図れないため

夜勤勤務があるため

障害・保育分野等への転職

入居者等との人間関係に問題があった

その他

退職理由が不明

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

問 事業所・施設において、職員が離職する理由として想定されるものについて、お答えください。

30.4%

10.6%

13.3%

18.0%

9.4%

3.7%

2.3%

0.8%

1.6%

1.7%

1.4%

0.7%

4.4%

1.6%

56.7%

29.8%

30.1%

50.7%

28.2%

14.3%

16.8%

17.1%

21.2%

11.4%

7.7%

14.4%

8.4%

2.7%

ライフイベント(結婚・出産・育児・転居

など)や体調不良等の職員の個人的な事情…

同僚や上司との人間関係・雰囲気

が良好ではなかったから

相場や業務負荷からみて賃金

水準の納得感がなかったから

体力面での負担が大きすぎたから

利用者やその家族とのコミュニケーションに

難しさを感じたから（ハラスメントを含む）

日常業務が決まったことの繰り返し（ルーティン）

になり、仕事にやりがいを持てなくなったため

法人や事業所・施設の理念や

方針に共感できなかったから

人事評価の基準・内容に対

する納得感がなかったから

管理者やリーダーのマネジメント

方法に不満があったから

勤務時間帯や部署異動などに

職員の希望が反映されにくいから

職場の立地（通勤利便性）に不満があったから

キャリアアップの機会が乏しいから

その他

わからない

0% 20% 40% 60%

最もあてはまるもの

24.6%

19.6%

16.9%

12.2%

7.8%

4.4%

2.2%

2.0%

1.6%

1.3%

0.9%

0.7%

3.4%

2.4%

0.0%

50.5%

42.3%

37.4%

39.2%

24.5%

18.4%

18.7%

22.3%

24.0%

11.6%

7.9%

17.7%

6.6%

4.1%

0.0%

ライフイベント(結婚・出産・育児・転居

など)や体調不良等の職員の個人的な事情…

同僚や上司との人間関係・雰囲気

が良好ではなかったから

相場や業務負荷からみて賃金

水準の納得感がなかったから

体力面での負担が大きすぎたから

利用者やその家族とのコミュニケーションに

難しさを感じたから（ハラスメントを含む）

日常業務が決まったことの繰り返し（ルーティン）

になり、仕事にやりがいを持てなくなったため

法人や事業所・施設の理念や

方針に共感できなかったから

人事評価の基準・内容に対

する納得感がなかったから

管理者やリーダーのマネジメント

方法に不満があったから

勤務時間帯や部署異動などに

職員の希望が反映されにくいから

職場の立地（通勤利便性）に不満があったから

キャリアアップの機会が乏しいから

その他

わからない

無回答

0% 20% 40% 60%

最もあてはまるもの

あてはまるもの

【 ●在宅系（訪問）】

ライフイベント（結婚・出産・育児・転居など）や体調不良
等の職員の個人的な事情による就業継続が困難

Ｅ 人材 職員の離職理由（複数回答）
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〇 半数以上が「人材不足である」と回答した事業所
は、在宅系（訪問）69.8％と、施設系56.0％であった。
在宅系（通所等）は49.0％であった。
〇 訪問介護と定期巡回・随時対応型訪問介護看
護は「人材不足である」と回答した割合が8割を超え
ており、深刻である。

問 貴事業所の人材不足の状況についてお答えくだ
さい。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

52.6%

17.8%

49.6%

60.3%

48.8%

54.4%

38.7%

38.5%

20.0%

56.1%

54.4%

32.5%

41.2%

32.6%

33.9%

43.3%

66.4%

55.2%

37.6%

57.1%

47.4%

82.2%

50.4%

39.7%

51.2%

45.6%

61.3%

61.5%

80.0%

43.9%

45.6%

67.5%

58.8%

67.4%

66.1%

56.7%

33.6%

44.8%

62.4%

42.9%

○ 居宅介護支援 (n=2,003)

● 訪問介護 (n=1,735)

● 訪問看護 (n=856)

● 訪問リハビリテーション (n=179)

○ 通所介護 (n=1,024)

○ 通所リハビリテーション (n=204)

○ 短期入所生活介護 (n=323)

○ 短期入所療養介護 (n=96)

● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (n=55)

○ 地域密着型通所介護 (n=1,048)

○ 認知症対応型通所介護 (n=217)

○ 小規模多機能型居宅介護 (n=117)

○ 看護小規模多機能型居宅介護 (n=34)

☆ 特別養護老人ホーム (n=390)

☆ 介護老人保健施設 (n=121)

☆ 養護老人ホーム (n=30)

☆ 軽費老人ホーム (n=122)

☆ 有料老人ホーム (n=467)

☆ 認知症グループホーム (n=378)

☆ 介護医療院 (n=14)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

51.0%

30.2%

44.0%

49.0%

69.8%

56.0%

○ 在宅系(通所等)(n=5066)

● 在宅系(訪問)(n=2825)

☆ 施設系(n=1522)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材不足の状況ではない 人材不足である

Ｅ 人材 人材不足の状況について
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問 事業所の従業者の過不足感を職種別に教えてください。

26.7%

18.8%

15.4%

3.9%

5.3%

46.7%

43.0%

35.9%

18.4%

20.6%

26.1%

35.6%

45.9%

77.1%

73.4%

0.6%

2.7%

2.8%

0.6%

0.7%

① 介護職員(介護福祉士) 

n=1,451

② 介護職員(介護福祉士以

外) n=1,450

③ 看護職員 n=1,000

④ 生活/支援相談員 n=1,065

⑤ 介護支援専門員 n=1,295

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに不足 不足・やや不足 適切 過剰

【 〇在宅系（通所等）】 【☆施設系】

〇 施設系では①介護職員（介護福祉士）が最も不足しており、不足と感じている割合は7割を超える。
〇 在宅系（通所等・訪問）ともに③訪問介護（介護福祉士）と④訪問介護員（介護福祉士以外）は『大いに不足』との回答が多く、特に在宅系（訪
問）では3割を超える。
〇 施設系、在宅系（通所等・訪問）で最も「適切」との回答が多いのは「生活/支援相談員」である。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

14.4%

13.0%

29.9%

29.4%

6.7%

14.0%

11.1%

46.8%

43.3%

36.7%

37.0%

27.4%

35.9%

25.4%

38.2%

41.9%

33.5%

33.6%

65.4%

49.8%

63.2%

0.5%

1.8%

0.0%

0.0%

0.5%

0.3%

0.3%

① 介護職員(介護福祉士) 

n=3,100

② 介護職員(介護福祉士以外) 

n=3,067

③ 訪問介護員(介護福祉士) 

n=532

④ 訪問介護員(介護福祉士以

外) n=524

⑤ 生活/支援相談員 n=2,495

⑥ 介護支援専門員 n=2,587

⑦ サービス提供責任者 n=885

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに不足 不足・やや不足 適切 過剰

29.5%

28.8%

30.6%

38.3%

16.0%

16.8%

14.7%

44.3%

37.5%

47.4%

46.4%

33.9%

40.8%

38.2%

26.1%

33.8%

21.8%

15.2%

50.2%

42.0%

45.7%

0.0%

0.0%

0.2%

0.1%

0.0%

0.4%

1.3%

① 介護職員(介護福祉士) 

n=88

② 介護職員(介護福祉士以

外) n=80

③ 訪問介護員(介護福祉士) 

n=1,790

④ 訪問介護員(介護福祉士

以外) n=1,809

⑤ 生活/支援相談員 n=257

⑥ 介護支援専門員 n=524

⑦ サービス提供責任者

n=1,737

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに不足 不足・やや不足 適切 過剰

【 ●在宅系（訪問）】

Ｅ 人材 従業者の過不足感
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問 従業者の募集方法として利用しているものを教えてください。
（最も採用実績の高い方法１つだけに◎、 実施（利用）している方法すべてに○）。

27.7%

17.7%

9.4%

21.9%

5.8%

10.9%

2.9%

0.6%

0.6%

0.3%

2.2%

54.6%

89.4%

76.8%

72.8%

78.5%

40.9%

33.1%

30.1%

27.1%

14.6%

3.5%

民間の人材紹介会社(有料のものに限る)

ハローワーク

職員・知人などからの個人的紹介

求人広告(新聞折込・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等)に掲

載

自社のホームページの活用

人材派遣会社との契約

学校(福祉専門学校等)との連携

自治体や民間団体が主催する就職説明会の参加

東京都福祉人材センター

福祉人材バンク

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も採用実績の高い方法

実施(利用)している方法

【 ○在宅系（通所等）】 【☆施設系】

〇 実施（利用）している方法は在宅系（通所等・訪問）・施設系ともに「ハローワーク」が最も多い。
〇 最も採用実績の高い方法は在宅系（通所等）では「ハローワーク」26.5％、在宅系（訪問）では「職員・知人などからの個人
的紹介」26.5％、施設系では「民間の人材紹介会社（有料ものものに限る）」27.7％となっている。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

25.0%

14.0%

26.5%

14.8%

8.5%

3.6%

1.4%

1.2%

0.5%

0.4%

4.0%

40.9%

62.2%

60.8%

45.4%

55.5%

13.6%

8.9%

11.9%

10.1%

5.8%

6.8%

民間の人材紹介会社(有料のものに限る)

ハローワーク

職員・知人などからの個人的紹介

求人広告(新聞折込・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾌﾘｰﾍﾟｰ

ﾊﾟｰ等)に掲載

自社のホームページの活用

人材派遣会社との契約

学校(福祉専門学校等)との連携

自治体や民間団体が主催する就職説明会

の参加

東京都福祉人材センター

福祉人材バンク

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も採用実績の高

い方法

【 ●在宅系（訪問）】

21.6%

26.5%

14.7%

20.3%

6.1%

4.1%

1.9%

0.6%

0.6%

0.5%

3.1%

38.5%

71.6%

49.2%

47.1%

51.2%

19.7%

13.7%

14.3%

14.1%

7.7%

6.9%

民間の人材紹介会社(有料のものに限

る)

ハローワーク

職員・知人などからの個人的紹介

求人広告(新聞折込・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾌﾘｰ

ﾍﾟｰﾊﾟｰ等)に掲載

自社のホームページの活用

人材派遣会社との契約

学校(福祉専門学校等)との連携

自治体や民間団体が主催する就職説

明会の参加

東京都福祉人材センター

福祉人材バンク

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も採用実績の高い方法

実施(利用)している方法

Ｅ 人材 従業者の募集方法
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問 貴事業所において令和3年度（令和3年4月1日～令和4年3月31日）に
採用した従業者の採用経路ごとの人数を教えてください。

〇 採用経路の割合は在宅系（通所等・訪問）、
施設系ともに「中途採用」が8割を超え、特に「中
途採用（他の介護事業者からの転職）」の割合は
高く、在宅系（通所等）で56.5％、在宅系（訪問）
で69.8％、施設系で63.0％である。

〇 新卒の採用割合は「訪問リハビリテーション」
と「短期入所生活介護」のみ2割を超える。

〇「介護老人保健施設」は「中途採用（他の介護
事業者からの転職）」が85.0％と最も多い。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

6.5%

4.2%

5.3%

5.7%

2.9%

6.6%

31.3%

23.1%

25.1%

56.5%

69.8%

63.0%

○ 在宅系(通所等)(n=8366)

● 在宅系(訪問)(n=6110)

施設系(n=7987)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新卒（福祉系）

新卒（福祉系以外）

中途採用（未経験者）

中途採用（他の介護事業者からの転職）

Ｅ 人材 従業者の採用希望と実際の採用
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3.5%
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7.1%

6.6%

12.0%

3.9%

10.6%

3.0%
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0.9%

8.9%

2.6%

0.0%

1.1%

3.9%

2.8%

0.0%

2.0%

2.4%

1.7%

16.5%

8.0%

5.8%

8.2%

2.5%

5.1%

4.0%

4.1%

4.2%

5.4%

7.6%

1.0%

6.0%

3.4%

10.3%

3.8%

2.6%

17.5%

19.5%

39.0%

17.3%

39.5%

25.5%

27.4%

16.0%

6.8%

39.7%

35.4%

20.5%

38.7%

27.2%

11.4%

36.0%

32.0%

26.1%

32.1%

36.8%

75.7%

74.6%

57.1%

60.2%

45.4%

62.1%

52.4%

77.6%

77.5%

53.3%

54.7%

67.5%

55.0%

56.3%

85.0%

58.0%

63.5%

59.7%

61.2%

60.5%

○ 居宅介護支援 (n=1,233)

● 訪問介護 (n=3,464)

● 訪問看護 (n=1,685)

● 訪問リハビリテーション (n=133)

○ 通所介護 (n=2,687)

○ 通所リハビリテーション (n=243)

○ 短期入所生活介護 (n=1,363)

○ 短期入所療養介護 (n=557)

● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (n=828)

○ 地域密着型通所介護 (n=1,520)

○ 認知症対応型通所介護 (n=243)

○ 小規模多機能型居宅介護 (n=409)

○ 看護小規模多機能型居宅介護 (n=111)

☆ 特別養護老人ホーム (n=2,960)

☆ 介護老人保健施設 (n=1,363)

☆ 養護老人ホーム (n=50)

☆ 軽費老人ホーム (n=178)

☆ 有料老人ホーム (n=2,293)

☆ 認知症グループホーム (n=1,067)

☆ 介護医療院 (n=76)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 未経験者の募集・採用についてお答えください。（1つに〇）

〇 在宅系（通所等）、施設系ともに未経験者を募
集している割合は6割を超えている。在宅系（訪
問）も5割を超えるが、「経験者のみ募集している
ので、未経験者は採用していない」の割合は他よ
り高い20.4％である。

〇 「訪問リハビリテーション」が未経験者を募集し
ている割合が最も少なく38.7％、次いで「短期入所
療養介護」で42.5％である。

〇「経験者のみ募集しているので、未経験者は採
用していない」は訪問リハビリテーションのみ3割
を超える（38.7％）。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

51.2%

40.4%

56.4%

13.0%

14.9%

10.0%

12.5%

20.4%

6.9%

23.2%

24.3%

26.7%

○ 在宅系(通所等)(n=4859)

● 在宅系(訪問)(n=2809)

☆ 施設系(n=1529)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未経験者を募集・採用している

未経験者を募集しているが、採用までには至っていない

経験者のみ募集しているので、未経験者は採用していない

募集は経験者のみであるが、状況によって未経験者を採用

している

Ｅ 人材 未経験者の募集・採用

31.2%

41.6%

40.3%

27.4%

67.0%

43.0%

59.4%

31.9%

42.9%

68.2%

52.1%

62.2%

63.6%

57.0%

39.7%

63.3%

64.8%

48.7%

67.0%

64.3%

17.7%

18.4%

8.2%

11.3%

9.8%

10.6%

10.2%

10.6%

16.1%

9.9%

14.2%

13.4%

9.1%

8.1%

9.1%

13.3%

11.5%

10.7%

10.8%

7.1%

22.3%

16.5%

24.7%

38.7%

4.9%

20.3%

5.2%

14.9%

23.2%

6.0%

8.2%

5.0%

6.1%

6.6%

10.7%

6.7%

5.7%

9.6%

2.6%

14.3%

28.8%

23.5%

26.7%

22.6%

18.3%

26.1%

25.2%

42.6%

17.9%

15.9%

25.6%

19.3%

21.2%

28.4%

40.5%

16.7%

18.0%

31.0%

19.5%

14.3%

○ 居宅介護支援 (n=1,765)

● 訪問介護 (n=1,747)

● 訪問看護 (n=838)

● 訪問リハビリテーション (n=168)

○ 通所介護 (n=1,039)

○ 通所リハビリテーション (n=207)

○ 短期入所生活介護 (n=325)

○ 短期入所療養介護 (n=94)

● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (n=56)

○ 地域密着型通所介護 (n=1,058)

○ 認知症対応型通所介護 (n=219)

○ 小規模多機能型居宅介護 (n=119)

○ 看護小規模多機能型居宅介護 (n=33)

☆ 特別養護老人ホーム (n=395)

☆ 介護老人保健施設 (n=121)

☆ 養護老人ホーム (n=30)

☆ 軽費老人ホーム (n=122)

☆ 有料老人ホーム (n=468)

☆ 認知症グループホーム (n=379)

☆ 介護医療院 (n=14)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 採用の困難度について、お答えください。（1つに〇）

〇 在宅系（通所等・訪問）・施設系ともに「十分採
用できている」「少しは採用できている」を合わせ
た割合は半数を超え、施設系は8割を超える。

〇 「まったく採用できていない」割合は在宅系（訪
問）が最も高く32.6％、在宅系（通所等）22.4％、施
設系15.1%。在宅系は施設系と比べて採用の困難
度は高い。

〇 「採用活動はしていない」割合が2割を超える
のは「居宅介護支援」と「訪問リハビリテーション」
のみである。

〇「まったく採用できていない」割合は「訪問介護」
が40.0％と最も高く、次いで「定期巡回・随時対応
型訪問介護看護」32.7％である。

〇「居宅介護支援」は「まったく採用できていない」
割合が31.0％と3番目に多いが、一方で「採用活
動はしていない」は31.2%と最も高い。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

9.7%

7.0%

8.4%

51.5%

52.2%

73.8%

22.4%

32.6%

15.1%

16.5%

8.2%

2.7%

○在宅系(通所等)(n=5055)

●在宅系(訪問)(n=2849)

☆施設系(n=1528)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分採用できている 少しは採用できている

まったく採用できていない 採用活動はしていない

Ｅ 人材 採用の困難度

8.3%

3.8%

12.5%

14.0%

9.6%

10.7%

7.1%

9.3%

5.5%

14.7%

5.9%

3.4%

3.0%

4.8%

10.8%

6.7%

12.3%

7.5%

10.6%

28.6%

29.5%

49.3%

59.2%

44.4%

68.2%

57.6%

74.2%

77.3%

58.2%

59.5%

63.2%

74.6%

78.8%

78.5%

72.5%

60.0%

63.1%

78.6%

68.9%

50.0%

31.0%

40.0%

20.7%

16.4%

17.1%

15.6%

16.9%

11.3%

32.7%

17.0%

18.2%

18.6%

15.2%

16.5%

16.7%

23.3%

10.7%

11.5%

17.9%

21.4%

31.2%

6.9%

7.6%

25.1%

5.1%

16.1%

1.8%

2.1%

3.6%

8.8%

12.7%

3.4%

3.0%

0.3%

0.0%

10.0%

13.9%

2.4%

2.6%

0.0%

○ 居宅介護支援 (n=1,966)

● 訪問介護 (n=1,772)

● 訪問看護 (n=851)

● 訪問リハビリテーション (n=171)

○ 通所介護 (n=1,033)

○ 通所リハビリテーション (n=205)

○ 短期入所生活介護 (n=325)

○ 短期入所療養介護 (n=97)

● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 (n=55)

○ 地域密着型通所介護 (n=1,058)

○ 認知症対応型通所介護 (n=220)

○ 小規模多機能型居宅介護 (n=118)

○ 看護小規模多機能型居宅介護 (n=33)

☆ 特別養護老人ホーム (n=395)

☆ 介護老人保健施設 (n=120)

☆ 養護老人ホーム (n=30)

☆ 軽費老人ホーム (n=122)

☆ 有料老人ホーム (n=468)

☆ 認知症グループホーム (n=379)

☆ 介護医療院 (n=14)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問 人材を確保するにあたっての課題として、あてはまるものを教えてくだ
さい。（最も困難な課題１つだけに◎、あてはまるものすべてに〇）

〇 最も困難な課題は在宅系（通所等・訪問）、施設系ともに、「求める人材や必要な能力・資格を持った人材の応募が少ない」が4割を超
える。
〇 あてはまる課題も在宅系（通所等・訪問）、施設系ともに「求める人材や必要な能力・資格を持った人材の応募が少ない」が最も多く、次
に「人材派遣会社や人材紹介会社に頼らざるを得ないがコストがかかる」であった。

46.0%

22.0%

6.4%

8.0%

5.2%

3.2%

5.1%

1.2%

2.9%

0.0%

77.7%

57.2%

29.8%

32.2%

13.6%

29.8%

25.5%

15.5%

4.7%

9.5%

求める人材や必要な能力・資格

を持った人材の応募が少ない

人材派遣会社や人材紹介会社に

頼らざるを得ないがコストがかかる

応募者の求める処遇・報酬等

の水準が高く条件が合わない

離職が多い

人材の募集・採用に関するノウハウやシステム

が確立しておらず、どのような募集・採用活動…

求人広告の掲載や求人に係るホームページの

維持管理費等の採用コスト（上記の人材派遣…

夜勤対応やオンコール対応

できる人材が確保できない

補助的な業務等を担う

ボランティア等が確保できない

その他

特に問題はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も困難な課題

課題

【 ☆施設系】【○在宅系（通所等）】

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

46.3%

15.9%

5.7%

6.9%

6.8%

5.0%

7.3%

0.1%

1.6%

4.5%

68.0%

41.6%

25.1%

24.1%

20.3%

26.6%

21.0%

3.3%

4.1%

7.8%

求める人材や必要な能力・資格

を持った人材の応募が少ない

人材派遣会社や人材紹介会社に

頼らざるを得ないがコストがかかる

応募者の求める処遇・報酬等

の水準が高く条件が合わない

離職が多い

人材の募集・採用に関するノウハウやシステム

が確立しておらず、どのような募集・採用活動…

求人広告の掲載や求人に係るホームページの

維持管理費等の採用コスト（上記の人材派遣…

夜勤対応やオンコール対応

できる人材が確保できない

補助的な業務等を担う

ボランティア等が確保できない

その他

特に問題はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も困難な課題

課題（複数回答）

51.0%

16.0%

6.8%

5.4%

4.8%

4.9%

1.5%

0.7%

1.4%

7.4%

68.4%

40.3%

26.9%

21.9%

15.4%

27.0%

7.4%

9.7%

3.2%

13.5%

求める人材や必要な能力・資格

を持った人材の応募が少ない

人材派遣会社や人材紹介会社に

頼らざるを得ないがコストがかかる

応募者の求める処遇・報酬等

の水準が高く条件が合わない

離職が多い

人材の募集・採用に関するノウハウやシステム

が確立しておらず、どのような募集・採用活動

を行うのが効果的か分からない

求人広告の掲載や求人に係るホームページの

維持管理費等の採用コスト（上記の人材派遣

会社・人材紹介会社を除く）がかかりすぎる

夜勤対応やオンコール対応

できる人材が確保できない

補助的な業務等を担う

ボランティア等が確保できない

その他

特に問題はない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も困難な課題

課題（複数回答）

【 ●在宅系（訪問）】

Ｅ 人材 人材確保の課題
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問 従業者に対する資格取得への支援について教えてください。
（あてはまるものすべてに〇）

〇 在宅系（通所等・訪問）、施設系ともに「資格取得のための費
用（授業料、受験料等）について補助を行っている」が最も多く、次
いで「資格取得のために勤務日数・時間について便宜を図ってい
る」であった。

〇「特に支援は行っていない」は施設系と比較すると在宅系のほ
うが割合は高く、特に在宅系（訪問）では19.3％である。

〇 「職場内の介護・看護技術に関する研修」が在宅系（通所等）
65.9％、在宅系（訪問）76.3％、施設系で81.9％と最も多く、次に
「職場内のその他研修」が在宅系（通所等）61.1％、在宅系（訪問）
54.6％、施設系62.4％であった。

〇在宅系（通所等・訪問）、施設系ともに「職場内の資格取得に関
する研修」が最も少ない。

問 従業者の研修の実施状況について教えてください。（あてはまるものす
べてに〇）
※職場内・・・事業所内や法人内で実施する研修
※職場外・・・外部の団体や研修機関が実施する研修

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

62.5%

59.1%

3.7%

15.8%

62.5%

55.0%

3.6%

19.3%

68.8%

65.6%

5.4%

4.7%

資格取得のための費用（授業料、

受験料等）について補助を行っている

資格取得のために勤務日数・

時間について便宜を図っている

その他

特に支援は行っていない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○ 在宅系(通所等)(n=5049)

● 在宅系(訪問)(n=2840)

☆ 施設系(n=1528)

65.9%

39.7%

17.7%

33.0%

61.1%

46.4%

76.3%

46.2%

14.5%

27.4%

54.6%

33.9%

81.9%

51.4%

25.6%

47.1%

62.4%

39.7%

職場内の介護・看護技術に関す

る研修

職場外の介護・看護技術に関す

る研修

職場内の資格取得に関する研修

職場外の資格取得に関する研修

職場内のその他研修

職場外のその他研修

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○ 在宅系(通所等)(n=5027)
● 在宅系(訪問)(n=2839)
☆ 施設系(n=1528)

Ｅ 人材 従業者の資格取得支援 Ｅ 人材 従業者の研修の実施状況
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問 キャリアパスの導入状況と今後の意向について教えてくださ
い。（1つに〇）「導入している」と答えた方はレベル認定者数とア
セッサー数を答えてください。

〇キャリアパスの導入について施設系では「導入している」割合は
48.7％で最も高い。また今後の導入意向は、在宅系（通所等・訪問）
では「導入しておらず、導入意向はない」が4割を超えている。
〇レベル認定者数・アセッサー数は施設系が高い傾向にある。

〇最も困難な課題として「人材育成を行う時間的な余裕がない」が4割
を超え最も多く、在宅系（通所等）49.3％、在宅系（訪問）46.3％、施設系
40.2％である。

問 人材を育成するにあたっての課題として、あてはまるものを
教えてください。（最も困難な課題１つだけに◎）

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

34.7%

28.7%

48.7%

24.3%

29.6%

27.6%

41.0%

41.7%

23.7%

○ 在宅系(通所等)(n=4689)

● 在宅系(訪問)(n=2690)

☆ 施設系(n=1401)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入している 導入していないが、導入意向はある
導入しておらず、導入意向はない

49.3%

14.0%

8.7%

9.3%

9.0%

1.5%

8.3%

46.3%

11.4%

13.6%

10.8%

10.0%

2.4%

5.5%

40.2%

24.3%

14.2%

7.2%

4.6%

1.6%

8.0%

人材育成を行う時間的な余裕がない

指導できる職員が少ない

職員の経験・スキル等の差が大きくパ

ターン化が難しいため、集合研修等の

効率的な人材育成が図れない

育成しても職員が退職してしまい、技

術を持った職員が定着しない

人材育成のための費用が十分に確保で

きない

その他

特に問題はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

○ 在宅系(通所等)(n=3203)

● 在宅系(訪問)(n=1893)

☆ 施設系(n=1529)

2.4%

1.9%

4.3%

1.5%

1.3%

2.9%

0.6%

0.9%

0.9%

2.0%

2.2%

5.6%

○ 在宅系(通所等)(n=4689)

● 在宅系(訪問)(n=2690)

☆ 施設系(n=1401)

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

1人 2人 3人 4人以上

【レベル認定者数】

4.6%

4.3%

8.1%

2.1%

1.8%

5.1%

0.9%

1.0%

3.2%

0.8%

0.9%

3.9%

○ 在宅系(通所等)(n=4689)

● 在宅系(訪問)(n=2690)

☆ 施設系(n=1401)

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

1人 2人 3人 4人以上

【アセッサー数】

Ｅ 人材 キャリアパス導入状況と今後の予定 Ｅ 人材 人材育成の課題
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問 人材を定着させるにあたっての課題として、あてはまるものを教えてくださ
い。
（最も困難な課題1つだけに◎、あてはまるものすべてに〇）

〇最も困難な課題として、在宅系では「同業他事業所と比べて高い賃金設定」が通所等21.9％、訪問21.5％。施設系では「職場環境の改善（職
場でのコミュニケーションの円滑化、メンタルヘルスケア対策等）」が20.9％と最も高い課題となった。
〇あてはまる課題として、施設系では「職場環境の改善（職場でのコミュニケーションの円滑化、メンタルヘルスケア対策等）」58.5％が最も高
く、次いで「職員の専門性・適正・能力等を考慮した人材配置）」54.0％である。

15.2%

20.9%

20.3%

18.2%

10.4%

6.2%

3.8%

1.3%

3.8%

0.0%

39.9%

58.5%

54.0%

45.6%

41.2%

41.3%

33.0%

26.2%

3.0%

8.0%

同業他事業所と比べて高い賃金設定

職場環境の改善（職場でのコミュニ

ケーション…

職員の専門性・適正・能力等を考慮し

た人材配置

採用面接時のマッチング向上

労働条件の改善（有給休暇の

取得、労働時間の柔軟性等）

能力や成果に応じた昇格・昇給体系

多様な研修機会の確保

資格取得支援の充実

その他

特に問題はない

0% 20% 40% 60% 80%

最も困難な

課題
課題

【 ☆ 施設系】

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

21.5%

14.9%

13.4%

14.7%

15.4%

8.5%

3.1%

1.0%

2.0%

5.4%

24.6%

29.4%

29.6%

23.7%

29.3%

29.1%

23.3%

17.2%

1.6%

5.7%

同業他事業所と比べて高い賃金設定

職場環境の改善（職場でのコミュニケーション

の円滑化、メンタルヘルスケア対策等）

職員の専門性・適正・能力等を考慮した人材配

置

採用面接時のマッチング向上

労働条件の改善（有給休暇の

取得、労働時間の柔軟性等）

能力や成果に応じた昇格・昇給体系

多様な研修機会の確保

資格取得支援の充実

その他

特に問題はない

0% 20% 40% 60% 80%

最も困難な課題

【 ● 在宅系（訪問）】

21.9%

18.0%

16.0%

11.9%

10.8%

9.9%

2.2%

1.0%

1.6%

6.6%

22.7%

30.3%

30.1%

23.6%

27.5%

32.5%

20.9%

17.2%

1.7%

8.0%

同業他事業所と比べて高い賃金設定

職場環境の改善（職場でのコミュニケー

ション…

職員の専門性・適正・能力等を考慮した

人材配置

採用面接時のマッチング向上

労働条件の改善（有給休暇の

取得、労働時間の柔軟性等）

能力や成果に応じた昇格・昇給体系

多様な研修機会の確保

資格取得支援の充実

その他

特に問題はない

0% 20% 40% 60% 80%

最も困難な課題

課題（複数回答）

【 ○ 在宅系（通所等）】

職場環境の改善（職場でのコミュニケーション
の円滑化、メンタルヘルスケア対策等）

Ｅ 人材 人材定着の課題
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問 ①貴事業所における外国人人材の活用状況について教えてください。

〇外国人人材の活用について「活用している」事業者は施設系では38.3％で、在宅
系より多い。在宅系（通所等・訪問）では「活用しておらず、今後も活用予定はない」
は5割を超えており、外国人人材の活用意向は低い。
〇 外国人の受入区分は施設系では『在留資格「介護」』が最も多く、在宅系（通所
等・訪問）では「その他」が最も多い。

問 ②で活用していると答えた方について、在宅系：令和4年10月1日時点、施設系：
令和4年3月31日時点での外国人の受入区分をお答えください。

〇外国人人材について「活用している」が半数を超えるサービス種は「短期入所生活介
護」「短期入所療養介護」「特別養護老人ホーム」のみである。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

17.8%

10.1%

38.3%

27.0%

28.9%

15.4%

55.2%

61.0%

14.3% 32.0%

○ 在宅系(通所等)(n=5007)

● 在宅系(訪問)(n=2809)

☆ 施設系(n=1164)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用している 活用していないが、今後活用したい

活用しておらず、今後も活用予定はない 活用していない（意向不明等）

9.5%

10.8%

13.3%

14.0%

3.0%

13.3%

10.5%

7.7%

10.4%

20.0%

17.0%

18.1%

19.8%

16.8%

27.3%

26.1%

44.7%

17.6%

○ 在宅系(通所等)(n=2086)

● 在宅系(訪問)(n=535)

☆ 施設系(n=1977)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＥＰＡによる受け入れ 技能実習制度 外国人留学生
在留資格「特定技能１号」 在留資格「介護」 その他

Ｅ 人材 外国人人材の活用状況と受入区分

4.3%

13.9%

3.0%

4.2%

24.8%

17.9%

59.2%

51.0%

19.6%

16.9%

21.1%

41.9%

25.0%

61.8%

43.8%

30.6%

42.9%

16.3%

33.3%

21.0%

20.5%

40.9%

31.9%

22.7%

27.1%

35.7%

30.7%

38.5%

30.8%

37.5%

17.0%

19.8%

18.2%

21.4%

79.5%

52.8%

76.0%

75.3%

34.3%

50.2%

18.1%

21.9%

44.6%

52.4%

40.4%

27.4%

37.5%

21.0%

14.9%

14.1%

0.0%

0.3%

21.5%

37.0%

35.7%

○ 居宅介護支援 (n=1,950)

● 訪問介護 (n=1,741)

● 訪問看護 (n=846)

● 訪問リハビリテーション (n=166)

○ 通所介護 (n=1,014)

○ 通所リハビリテーション (n=207)

○ 短期入所生活介護 (n=326)

○ 短期入所療養介護 (n=96)

● 定期巡回・随時対応型訪問介護看護…

○ 地域密着型通所介護 (n=1,052)

○ 認知症対応型通所介護 (n=213)

○ 小規模多機能型居宅介護 (n=117)

○ 看護小規模多機能型居宅介護 (n=32)

☆ 特別養護老人ホーム (n=395)

☆ 介護老人保健施設 (n=121)

☆ 有料老人ホーム (n=467)

☆ 介護医療院 (n=14)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用している 活用していないが、今後活用したい

活用しておらず、今後も活用予定はない 活用していない（意向不明）
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問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、その内容を
知っていますか。あてはまるものをそれぞれ回答してください。

〇 全てのカテゴリー内で最も認知度が低い事業・取組は、在宅系（通所等）・施設
系では「福祉の魅力を発信するキャンペーンの展開（ハローキティTOKYO福祉のお
仕事アンバサダー）【福祉の仕事イメージアップキャンペーン】」で在宅系（通所等）で
28.4％、施設系で35.2％である。在宅系（訪問）は「新卒採用者の奨学金返済に対す
る補助【介護職員奨学金返済・育成支援事業】」が最も低く24.4％である。

【認知状況について】
認知状況について、「人材の確保」「人材の定着」「人材
育成」「外国人材」の４つのカテゴリーに区分。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

58.5%

68.4%

40.1%

47.1%

70.8%

60.4%

28.4%

63.0%

41.5%

31.6%

59.9%

46.3%

29.2%

39.6%

71.6%

37.0%

0% 50% 100%

知っている 知らない

64.0%

71.1%

52.8%

49.0%

74.9%

61.6%

35.2%

65.2%

36.0%

28.9%

47.2%

51.0%

25.1%

38.4%

64.8%

34.8%

0% 50% 100%

知っている 知らない

【 ○ 在宅系（通所等）】 【 ● 在宅系（訪問）】

56.7%

67.7%

36.6%

24.4%

68.6%

60.4%

28.4%

62.8%

43.3%

32.3%

63.4%

102.5%

31.4%

39.6%

71.6%

37.2%

0% 50% 100%

知っている 知らない

【 ☆ 施設系】

人材の確保

未経験者向けの介護の職場体験の実施
【介護人材確保対策事業】

未経験者向けの初任者研修に対する受講料等の補助
【介護人材確保対策事業】

未経験者を対象とした、インターンシップから
マッチング、就業、定着までの一貫した支援

【介護の仕事就業促進事業（ＴＯＫＹＯかいごチャレンジインターンシップ）】

新卒採用者の奨学金返済に対する補助
【介護職員奨学金返済・育成支援事業】

大規模な合同就職説明会の開催や事業者
による求職者向けの相談面接会の実施

【福祉の仕事就職フォーラム、地域密着相談面接会】

職場環境の整備に積極的に取り組んでいる事業所情報の公表
（事業所情報の見える化） 【働きやすい福祉・介護の職場宣言

情報公表事業(TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業）】

福祉の魅力を発信するキャンペーンの展開
（ハローキティTOKYO福祉のお仕事アンバサダー）

【福祉の仕事イメージアップキャンペーン】

職員募集や各種研修・イベント等の情報を
発信するWebサイトの運営（ふくむすび）

【東京都福祉人材情報バンクシステム「ふくむすび」による情報発信】

Ｅ 人材 東京都の介護人材関連事業・取組の認知状況
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問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、その内容を知っていますか。あてはまるものをそれぞれ回答してください。

〇 全てのカテゴリー内で最も認知状況の高い事業・取組は、在宅系（通所等・訪問）・施設系ともに「医学的知識やたんの吸引等の医療的ケアに関する研
修の実施【介護職員スキルアップ研修事業、介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業】」で、8割を超える人が認知している。

【認知状況について】
認知状況について、「人材の確保」「人材の定着」「人材
育成」「外国人材」の４つのカテゴリーに区分。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

人材の定着

ICT機器や介護ロボット等の導入や活用にかかる経費の補助
【介護現場改革促進事業】

介護事業所における生産性向上に向けたセミナーの
開催や専門家による個別相談の実施

【介護現場改革促進事業】

職員宿舎の借り上げにかかる経費の補助
【東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業】

人材育成

現任職員の介護福祉士資格取得にかかる経費の補助
【現任介護職員資格取得支援事業】

現任職員が各種研修に参加する場合に、代替職員を派遣
【代替職員の確保による現任介護職員の研修支援事業】

医学的知識やたんの吸引等の医療的ケアに関する研修の実施
【介護職員スキルアップ研修事業、介護職員等

によるたんの吸引等のための研修事業】

68.5%

51.3%

43.7%

31.5%

48.7%

56.3%

0% 50% 100%

知っている 知らない

80.6%

56.0%

63.7%

19.4%

44.0%

36.3%

0% 50% 100%

知っている 知らない

62.6%

54.5%

38.6%

37.4%

45.5%

61.4%

0% 50% 100%

知っている 知らない

【 ○ 在宅系（通所等）】 【 ● 在宅系（訪問）】 【 ☆ 施設系】

62.5%

44.8%

85.5%

37.5%

55.2%

14.5%

0% 50% 100%

知っている 知らない

60.7%

46.2%

83.4%

39.3%

53.8%

16.6%

0% 50% 100%

知っている 知らない

59.5%

45.1%

86.2%

40.5%

54.9%

13.8%

0% 50% 100%

知っている 知らない

【 ○ 在宅系（通所等）】 【 ☆ 施設系】【 ● 在宅系（訪問）】

Ｅ 人材 東京都の介護人材関連事業・取組の認知状況
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問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、その内容を知っていますか。
あてはまるものをそれぞれ回答してください。

【認知状況について】
認知状況について、「人材の確保」「人材の定着」「人材
育成」「外国人材」の４つのカテゴリーに区分。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

外国人材

外国人介護従事者の受入れに必要な知識等の習得に向けた
セミナーの開催や指導担当職員向け研修、相談会の実施

【外国人介護従事者受入れ環境整備事業】

介護福祉士の資格取得を目指す留学生を雇用した際に学費等を
支給する取組や外国人介護職員とのコミュニケーション促進への

取組にかかる経費の補助【外国人介護従事者受入れ環境整備事業】

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護福祉士
候補者の介護福祉士国家資格取得にかかる経費の補助
【経済連携協定に基づく外国人介護士受入れ支援事業】

外国人技能実習制度に基づく外国人介護
実習生の介護技能等の習得にかかる経費の補助

【外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生受入れ支援事業】

44.8%

34.4%

32.4%

34.7%

55.2%

65.6%

67.6%

65.3%

0% 50% 100%

知っている 知らない

61.6%

48.2%

47.7%

52.0%

38.4%

51.8%

52.3%

48.0%

0% 50% 100%

知っている 知らない

38.4%

28.5%

25.3%

27.0%

61.6%

71.5%

74.7%

73.0%

0% 50% 100%

知っている 知らない

【 ○ 在宅系（通所等）】 【 ☆ 施設系】【 ● 在宅系（訪問）】

〇 介護人材関連の事業や取組について、カテゴリー別でみると、外国人材関連事業は全体的に認知度が低い傾向がある。特に在宅系（訪問）では認知度
が3割を切るものが多い。

〇 「外国人材」で、最も知られている事業・取組は在宅系（通所等・訪問）、施設ともに「外国人介護従事者の受入れに必要な知識等の習得に向けたセミ
ナーの開催や指導担当職員向け研修、相談会の実施【外国人介護従事者受け入れ環境整備業】」である。

Ｅ 人材 東京都の介護人材関連事業・取組の認知状況



人材の確保

未経験者向けの介護の職場体験の実施
【介護人材確保対策事業】

未経験者向けの初任者研修に対する受講料等の補助
【介護人材確保対策事業】

未経験者を対象とした、インターンシップから
マッチング、就業、定着までの一貫した支援

【介護の仕事就業促進事業（ＴＯＫＹＯかいごチャレンジインターンシッ
プ）】

新卒採用者の奨学金返済に対する補助
【介護職員奨学金返済・育成支援事業】

大規模な合同就職説明会の開催や事業者
による求職者向けの相談面接会の実施

【福祉の仕事就職フォーラム、地域密着相談面接会】

職場環境の整備に積極的に取り組んでいる事業所情報の公表
（事業所情報の見える化） 【働きやすい福祉・介護の職場宣言

情報公表事業(TOKYO働きやすい福祉の職場宣言事業）】

職員募集や各種研修・イベント等の情報を
発信するWebサイトの運営（ふくむすび）

【東京都福祉人材情報バンクシステム「ふくむすび」による情報発信】
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問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、該当の事業や取組を活用し
たいと思いますか。あてはまるものをそれぞれ回答してください。

〇 「人材の確保」内で最も「活用している」事業・取組は、在宅系（通所等）、施設系では「大規模大規模な合同就職説明会の開催や事業者による求職者向けの相談面接会
の実施【福祉の仕事就職フォーラム、地域密着相談面接会】」であり、在宅系【通所等）20.2％、施設系38.3％。在宅系（訪問）では「職員募集や各種研修・イベント等の情報を
発信するWebサイトの運営（ふくむすび）【東京都福祉人材情報バンクシステム「ふくむすび」による情報発信】」19.5％である。

【活用意向について】
活用意向について、「人材の確保」「人材の定着」「人材
育成」「外国人材」の４つのカテゴリーに区分。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

11.5%

18.7%

6.0%

5.8%

20.2%

19.5%

19.7%

49.5%

53.9%

55.0%

55.1%

42.0%

48.5%

54.2%

38.9%

27.4%

39.0%

39.1%

37.8%

32.0%

26.2%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

21.1%

30.2%

17.2%

19.9%

38.3%

32.9%

30.5%

52.8%

52.1%

56.0%

51.4%

43.1%

50.6%

54.4%

26.1%

17.6%

26.7%

28.6%

18.7%

16.5%

15.0%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

7.9%

18.8%

4.6%

3.9%

12.7%

15.4%

19.5%

50.3%

50.6%

51.0%

49.3%

46.2%

50.5%

54.3%

41.8%

30.6%

44.4%

46.8%

41.1%

34.1%

26.3%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

【 ○ 在宅系（通所等）】 【 ● 在宅系（訪問）】 【 ☆ 施設系】

Ｅ 人材 東京都の介護人材関連事業・取組の活用意向
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問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、該当の事業や取組を活用し
たいと思いますか。あてはまるものをそれぞれ回答してください。

〇 4つのカテゴリーの「人材の定着」で「活用していないが活用したい」の割合が最も多い事業・取組は、在宅系では「ICT機器や介護ロボット等の導入や活用にかかる
経費の補助【介護現場改革推進事業】」で通所等57.2％、訪問56.6％である。施設系では「介護事業所における生産性向上に向けたセミナーの開催や専門家による個別
相談の実施【介護現場改革推進事業】」で60.3％である。

【活用意向について】
活用意向について、「人材の確保」「人材の定着」「人材
育成」「外国人材」の４つのカテゴリーに区分。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

人材の定着

ICT機器や介護ロボット等の導入や活用にかかる経費の補助
【介護現場改革促進事業】

介護事業所における生産性向上に向けたセミナーの
開催や専門家による個別相談の実施

【介護現場改革促進事業】

職員宿舎の借り上げにかかる経費の補助
【東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業】

人材育成

現任職員の介護福祉士資格取得にかかる経費の補助
【現任介護職員資格取得支援事業】

現任職員が各種研修に参加する場合に、代替職員を派遣
【代替職員の確保による現任介護職員の研修支援事業】

医学的知識やたんの吸引等の医療的ケアに関する研修の実施
【介護職員スキルアップ研修事業、介護職員等

によるたんの吸引等のための研修事業】

15.2%

5.1%

7.5%

57.2%

56.3%

40.5%

27.6%

38.6%

52.0%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

20.7%

1.9%

13.7%

52.8%

48.1%

48.7%

26.5%

50.0%

37.6%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

30.3%

10.9%

22.7%

50.4%

60.3%

38.6%

19.3%

28.8%

38.8%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

36.1%

5.5%

24.9%

50.6%

54.8%

50.9%

13.3%

39.6%

24.2%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

11.0%

5.2%

2.0%

56.6%

54.9%

40.0%

32.4%

39.9%

58.0%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

19.9%

1.8%

22.7%

50.8%

44.6%

46.2%

29.3%

53.6%

31.1%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

【 ○ 在宅系（通所等）】

【 ○ 在宅系（通所等）】

【 ● 在宅系（訪問）】

【 ● 在宅系（訪問）】

【 ☆ 施設系】

【 ☆ 施設系】

Ｅ 人材 東京都の介護人材関連事業・取組の活用意向
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問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、該当の事業や取組を活用し
たいと思いますか。あてはまるものをそれぞれ回答してください。

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

【活用意向について】
活用意向について、「人材の確保」「人材の定着」「人材
育成」「外国人材」の４つのカテゴリーに区分。

外国人材

外国人介護従事者の受入れに必要な知識等の習得に向けた
セミナーの開催や指導担当職員向け研修、相談会の実施

【外国人介護従事者受入れ環境整備事業】

介護福祉士の資格取得を目指す留学生を雇用した際に学費等を
支給する取組や外国人介護職員とのコミュニケーション促進への

取組にかかる経費の補助【外国人介護従事者受入れ環境整備事業】

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人介護福祉士
候補者の介護福祉士国家資格取得にかかる経費の補助
【経済連携協定に基づく外国人介護士受入れ支援事業】

外国人技能実習制度に基づく外国人介護
実習生の介護技能等の習得にかかる経費の補助

【外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生受入れ支援事業】

3.9%

2.1%

2.3%

2.5%

36.0%

37.2%

34.7%

35.7%

60.1%

60.7%

62.9%

61.8%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

14.0%

9.0%

9.8%

10.8%

43.8%

46.3%

40.0%

44.0%

42.3%

44.7%

50.2%

45.2%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

1.5%

0.7%

0.6%

0.5%

29.7%

27.8%

27.1%

27.3%

68.8%

71.5%

72.3%

72.2%

0% 50% 100%

活用している
活用していないが活用したい
活用したいと思わない

【 ○ 在宅系（通所等）】 【 ● 在宅系（訪問）】 【 ☆ 施設系】

〇 外国人材関連の事業や取組は他カテゴリーと比較すると「活用したいと思わない」の回答が在宅系（通所等・訪問）、施設系ともに最も多く、また「活用している」の回答に
ついても最も低い傾向にある。特に在宅系（訪問）は「活用している」と回答が1％未満の事業が多い。

Ｅ 人材 東京都の介護人材関連事業・取組の活用意向
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問 事業所における、ICTおよび機器・ロボット等の活用に関して
導入実績のあるものについてお答えください

〇在宅系では、ICTおよび機器・ロボット等の活用に関して、導入している事
業所の内、最も導入実績があるものは「介護報酬等請求システム」が通所等
85.5%、訪問84.1％である。次に「介護・業務記録（バイタルチェック等）システ
ム」で通所等46.6％、訪問51.6%である。
〇施設系で導入・活用している施設の内、ロボットの種類に関する導入実績
は「見守り・コミュニケーション」が76.6％、ICT機器の活用方法としては「パソ
コンで利用者情報の共有している」が90.7％、介護福祉機器の導入実績のあ
るものは「ベッド（傾斜角度、高さ調整可能）」が87.3%とそれぞれ最も多い。
〇在宅系、施設系ともに移動支援機器、排泄支援関連の導入実績が低い傾
向にある。

介護福祉機器の種類

ロボットの種類

ICT機器の活用方法

【 ○在宅系（通所等）】

【 ☆ 施設系】

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

51.6%

31.9%

38.8%

84.1%

44.7%

0.8%

0.5%

0.4%

3.3%

0.6%

2.0%

2.0%

介護・業務記録（バイタ…

他事業所とのデータ連携…

グループウェア

介護報酬等請求システム

勤怠管理システム

移乗介護機器（パワーア…

排せつ支援機器（移動可…

移動支援機器（歩行支援…

見守り機器（カメラ・セ…

コミュニケーション型介…

入浴支援機器（出入り用…

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=2489

46.6%

27.9%

31.1%

85.5%

42.1%

2.6%

1.0%

1.3%

11.9%

1.9%

9.6%

2.7%

介護・業務記録（バイタルチェック等）

システム

他事業所とのデータ連携のためのシステ

ム

グループウェア

介護報酬等請求システム

勤怠管理システム

移乗介護機器（パワーアシスト装着型機

器等)

排せつ支援機器（移動可能トイレ等）

移動支援機器（歩行支援機器等）

見守り機器（カメラ・センサー等）

コミュニケーション型介護ロボット

入浴支援機器（出入り用リフト等）

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=4312

【●在宅系（訪問）】

Ｅ 人材 ICT等の活用の導入実績
19.1%

16.0%
8.8%

1.1%
2.8%
1.7%
1.4%
1.4%

17.4%
76.6%

5.7%

移乗介助（装着型）
移乗介助（非装着型）
移動支援（屋内型）
移動支援（屋外型）
移動支援（装着型）

排泄支援（動作支援）
排泄支援（トイレ誘導）
排泄支援（排泄物処理）

入浴支援
見守り・コミュニケーション

その他

問 貴施設において導入しているロボットの種類を全てお選びください。

【n=351（特養・老健・有料・GH・医療院）】

90.7%

60.1%

61.1%

34.2%

36.5%

8.6%

2.7%

パソコンで利用者情報を共有している

記録から介護保険請求システムまで連動

タブレット端末等で利用者情報（ケアプラン、介護記録等）を

共有している

給与計算、シフト管理、勤怠管理を一元化したシステムを利用

システムで報告・連絡・相談を行う

他施設とのデータ連携によりケアプランやサービス提供表等を

やり取りするためのシステムを利用

その他

【n=964（特養・老健・養護・軽費・有料・GH・医療院）】

問 貴施設において導入しているICT機器の活用方法について、当てはまるものを全て
お選びください。

14.6%

30.3%

87.3%

11.8%

57.0%

4.9%

56.5%

65.8%

55.0%

9.3%

75.0%

1.3%

移動用リフト（立位補助器を含む）

自動車用車いすリフト

ベッド（傾斜角度、高さ調整可能）

ベッド（体位変換機能有）

エアマット（体位変換機能有）

座面昇降機能付車いす

特殊浴槽（移動用リフト、側面開閉可能）

ストレッチャー（入浴用使用含む）

シャワーキャリー

昇降装置（移動使用のみ）

車いす体重計

その他

問 貴施設において導入している介護福祉機器の種類について、当てはまるものを全
てお選びください。

【n=1059（特養・老健・有料・GH・医療院）】
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問 事業所における、今後のICT機器およびロボット等の推進するために、課題であると考えられ
るものにお答えください。（複数回答）

〇在宅系（通所等・訪問）では、今後のICT機器およびロボット等の推進するための課題として「導入に係る法人負担額（イニシャルコスト）」「導入後
の維持・管理経費（ランニングコスト）」との回答が多い。

〇施設系では、ロボット・ICT・介護機器を導入していない理由として、「金銭的に導入が難しい（導入に係る法人負担額や導入後の維持・管理経費
等）」が51.1％と最も高く、在宅系と同様にコスト面が最大の課題として考えれる。一方で、次に「必要性を感じていない（施設規模、必要入居者がい
ない）」21.7％が高い結果となった。

【 ☆ 施設系】

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度在宅サービス事業者等運用状況調査」
東京都福祉保健局高齢社会対策部 「令和4年度施設・居住系サービス事業者運営状況調査」

問 ロボット・ICT・介護機器を導入していない理由があれば教えてください。
（自由回答）

51.1%

9.8%

6.5%

5.4%

2.2%

21.7%

9.8%

5.4%

金銭的に導入が難しい（導入に係る法人負

担額や導入後の維持・管理経費等）

職員による機器操作の習得また活用・管理

が困難

機器を活用するための環境整備が必要

（Wi-Fi環境や設置場所）

機器導入に関して知識・情報（費用対効果

など）の不足

機器に対する不安（不具合やセキュリ

ティ、電力消失時）

必要性を感じていない（施設規模、必要入

居者がいない）

会社の方針・決定権が施設にない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

55.1%

56.8%

35.7%

40.8%

25.7%

3.7%

導入に係る法人負担額（イニシャルコスト）

導入後の維持・管理経費（ランニングコス

ト）

ICT機器およびロボット等を活用するための組

織体制（職員の連携や運用手引き等）

ICT機器およびロボット等についての情報・知

識の不足

今後導入を推進する予定はない

その他
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63.2%
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44.6%
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ICT機器およびロボット等を活用

するための組織体制（職員の連

携や運用手引き等）

ICT機器およびロボット等につい

ての情報・知識の不足

今後導入を推進する予定はない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【 ○在宅系（通所等）】 【 ● 在宅系（訪問）】

Ｅ 人材 ICT等の活用の導入推進の課題

【n=92（特養・老健・有料・GH・医療院）】

n=4633 n=2590
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６５歳以上の人口１０万対訪問診療を実施する一般診療所数は、区中央部が126.2カ所と最も多い。次いで、区
西南部が111.1カ所と多かった。

出典：東京都福祉保健局「在宅療養に関するデータ一覧」

①訪問診療を実施する一般診療所数：「医療計画作成支援データブック（令和3年度）」

②65歳以上人口：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）/令和2年1月」

Ｆ 在宅
療養 訪問診療を実施する診療所数（圏域別）



出典：東京都福祉保健局「在宅療養に関するデータ一覧」

①一般診療所数による訪問診療の実施件数：「在宅医療にかかる地域別データ集」（医療施設調査・特別集計R2.10.1）より抜粋

②65歳以上人口：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）/R2.1.1」

65歳以上人口10万対一般診療所による訪問診療の実施件数は、区西南部が8,178件と最も多い。次いで、区南
部が7,261件と多かった。
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Ｆ 在宅
療養 訪問診療実施件数（圏域別）



65歳以上人口10万対診療所による看取り件数は、島しょ部が100.6件と最も多い。次いで、区南部が65.5件と多
かった。
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出典：東京都福祉保健局「在宅療養に関するデータ一覧」

①看取りを実施する診療所数、診療所による看取りの実施件数：「在宅医療にかかる地域別データ集」（医療施設調査・特別集計R2.10.1）より抜粋

②65歳以上人口：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）/R2.1.1」

Ｆ 在宅
療養 診療所による看取り件数（圏域別）



65歳以上人口10万対訪問看護ステーション数は、区中央部が49.0カ所と最も多い。また訪問看護ステーション
の看護職員数は、区西南部が303.4人と最も多い。
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出典：東京都福祉保健局「在宅療養に関するデータ一覧」

①介護保険を扱う訪問看護ステーション数,訪問看護ステーション看護職員数：

「医療計画作成支援データブック（令和3年度）」※平成31年介護サービス施設・事業所調査（調査時点平成31年10月1日）

②65歳以上人口：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）/令和3年1月」

都内65歳以上人口10万対
訪問看護ステーションの看護職員数

都内65歳以上人口10万対
訪問看護ステーション数

Ｆ 在宅
療養 訪問看護ステーション数、看護職員数（圏域別）



終末期に受けたい医療について話し合った内容は、全体では「延命のための医療を受けたいか」が53.6％で最
も高く、次いで「自分の人生観や価値観、大切にしていること」が31.5％となっている。
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延命医療についての希望（性別、年齢階級別）

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｆ 在宅
療養 終末期に受けたい医療について話し合った内容



ＡＣＰの認知度について、全体では「知っている」が5.2％、「中身は知らないが、言葉は聞いたことがある」が
16.4％、「知らない」が70.5％となっている。
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ＡＣＰについて（性別、年齢階級別）

※ACP（アドバンス・ケア・プランニング）・・・自らが望む人生の最終段階における医療・ケアについ
て、前もって考え、医療・ケアチーム等と繰り返し話し合い共有する取組のこと

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｆ 在宅
療養 ACP（アドバンス・ケア・プランニング）の認知度



令和17（2035）年には、認知症高齢者は約59万人、そのうち見守りや支援が必要な人は約43万人

前回調査結果と比較すると、認知症高齢者の推計は、令和7（2025）年、令和22（2040）年ともに微減

<推計方法> 令和7（2025）年、令和12（2030）年、令和17（2035）年、令和22（2040）年の人口（令和元（2019）年推計）に、性・年齢別

（5歳刻み）の認知症出現率をかけて推計

認知症高齢者の推計

見守り又は支援が必要な認知症高齢者の推計

前回調査結果

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知症高齢者数等の分布調査」（令和4年）
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※新型コロナウイルス感染症のまん延により認定調査が実施できず、日常生活自立度が不明の者が多数存在した。

このため令和４年度の認知症高齢者数の算出に当たっては、自立度不明の者を自立度Ⅰ以上の高齢者の出現率に
より案分し算出している。

Ｇ 認知症 認知症高齢者の推計（東京都）



認知症高齢者のうち、約６割が居宅、次に医療機関9.3%、指定介護老人福祉施設8.3％が多い。

認知症高齢者の総数は令和元年度は457,148人、令和4年度は384,668人

認知症高齢者の居所内訳
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出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知症高齢者数等の分布調査」（令和4年）

Ｇ 認知症 認知症高齢者の居所（東京都）



79出典：厚生労働省 第16回健康日本21（第二次）推進専門委員会（令和３年12月20日）

我が国における健康寿命は、女性のほうが男性より高く、令和元年は全国・女性は75.38歳、東京都・女性は
74.55歳である。男性の健康寿命は全国・男性72.68 歳、東京都・男性72.94歳となっており、男女の差として全国
では2.7歳、東京都では1.61歳の差がある。
また男性の健康寿命は、平成22年～28年までは全国・男性のほうが高い傾向にあったが、令和元年より東京
都・男性が上回った
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Ｈ 介護
予防 健康寿命
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運動の有無を性別で見ると、「運動している」人の割合は、男性54.4％、女性46.1％となっている。性・年齢階級
でみると、「運動している」人の割合は、男女とも70～74歳が最も高く、男性59.2％、女性52.8％となっている。

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 運動の有無（性別・年齢階級別）
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介護予防や健康づくりのために運動している人（2,349人）に区市町村や保健所、地域の自主グループが実施し
ている体操教室などに参加しているか聞いたところ、「参加している」割合が20.3％、「参加していない」が76.8％
となっている。

20.3 76.8 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

（2.349人）

参加している 参加していない 無回答

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 介護予防活動の有無
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フレイルの認知度を性別でみると、「知っている」の割合は、男性14.7％、女性22.0％と女性の方が7.3ポイント高
くなっている。
動作能力類型別でみると、「知っている」の割合は、障がいのない高齢者が23.4％で最も高くなっている。
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知っている 中身は知らないが、言葉は聞いたことがある 知らない 無回答

【総数、性・年齢階級別】 【動作能力類型、世帯類型別】

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 フレイルの認知度（性・年齢階級、動作能力類型、世帯類型別）
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フレイルの予防方法の認知度を性・年齢階級別にみると、どの予防方法においても「知っている」割合は、男女
とも70～74歳の割合が他の年齢階級と比べ、最も高くなっている（男性57.7％～70.7％、女性68.8％～77.9％）
動作能力類型別にみると、障がいのない高齢者では、予防方法を「知っている」割合が、栄養をとる75.0％、運
動する76.2％、社会参加する66.3％となっている。

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 フレイルの予防方法の認知度（性・年齢階級、動作能力類型）【栄養をとる】
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フレイルの予防方法の認知度を性・年齢階級別にみると、どの予防方法においても「知っている」割合は、男女
とも70～74歳の割合が他の年齢階級と比べ、最も高くなっている（男性57.7％～70.7％、女性68.8％～77.9％）
動作能力類型別にみると、障がいのない高齢者では、予防方法を「知っている」割合が、栄養をとる75.0％、運
動する76.2％、社会参加する66.3％となっている。

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 フレイルの予防方法の認知度（性・年齢階級、動作能力類型）【運動する】
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フレイルの予防方法の認知度を性・年齢階級別にみると、どの予防方法においても「知っている」割合は、男女
とも70～74歳の割合が他の年齢階級と比べ、最も高くなっている（男性57.7％～70.7％、女性68.8％～77.9％）
動作能力類型別にみると、障がいのない高齢者では、予防方法を「知っている」割合が、栄養をとる75.0％、運
動する76.2％、社会参加する66.3％となっている。

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 フレイルの予防方法の認知度（性・年齢階級、動作能力類型）【社会参加する】
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地域の人から何か役割を期待されているかを性別でみると、「とてもそう思う」「そう思う」「ややそう思う」を合わ
せた割合は、男性23.9％、女性25.9％となっている。
地域別でみると「とてもそう思う」「そう思う」「ややそう思う」を合わせた割合は、区部24.5％、市町村部26.0％と
なっている。
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【総数、性・年齢階級別】 【地域別】

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 地域の人からの役割の期待（性・年齢階級・地域別）
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地域の人から何か役割を期待されているかを世帯類型別でみると、「とてもそう思う」「そう思う」「ややそう思う」を合わせた割合
は、高齢者のみの世帯で24.1％、高齢者以外（65歳未満）がいる世帯で26.0％となっている。
1年間に行った活動の状況別でみると、 「とてもそう思う」「そう思う」「ややそう思う」を合わせた割合は、この1年間に活動した人で
38.9％、活動はしていない人で12.3％とこの1年間に活動した人の方が26.6ポイント高くなっている。特に地域行事(地域の催し物の
運営、祭の世話役など）を支援する活動、青少年の健やかな成長・非行防止のための活動を行った人手は8割を超えている。
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出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 地域の人からの役割の期待（世帯類型・活動状況）
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生きがいを感じているかを性別でみると「十分感じている」「感じている」「多少感じている」を合わせた割合が、
男性80.9％、女性79.1％となっている。動作能力累計別でみると、 「感じている」「多少感じている」を合わせた割
合は、障がいのない高齢者では89.5％となっている。
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出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 生きがいを感じているか（性・年齢階級・動作能力類型・世帯類型別）
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生きがいを感じるときを性別でみると、男性では、「趣味やスポーツに熱中しているとき」の割合が51.4％で最も
高く、次いで「夫婦や孫など家族との団らんのとき」が45.8％となっている。女性では、「友人や知人と交流してい
るとき」の割合が53.1％で最も高く次いで「夫婦や孫など家族との団らんのとき」が47.7％となっている。また、「仕
事に打ち込んでいるとき」の割合は、男性27.6％、女性16.5％と、男性の方が11.1ポイント高くなっている。

総
数

仕
事
に
打
ち
込
ん
で
い
る
と
き

勉
強
や
教
養
な
ど
に
身
を
い
れ
て

い
る
と
き

趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ
に
熱
中
し
て
い

る
と
き

夫
婦
や
孫
な
ど
家
族
と
の
団
ら

ん
の
と
き

友
人
や
知
人
と
交
流
し
て
い
る
と

き

テ
レ
ビ
を
見
た
り
、
ラ
ジ
オ
を
聴

い
た
り
し
て
い
る
と
き

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
地
域
で
役
割

を
も
っ
て
活
動
し
て
い
る
と
き

若
い
世
代
と
交
流
し
て
い
る
と
き

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

生
き
が
い
を
感
じ
る
と
き
は
な
い

無
回
答

総数 4,711 21.5 17.8 47.7 46.9 45.7 43.3 8.2 7.4 1.8 3.7 1.5 7.4

性
別

男 2,138 27.6 18.7 51.4 45.8 36.9 41.6 8.5 6.4 1.5 3.9 1.4 5.7

女 2,573 16.5 17.1 44.7 47.7 53.1 44.7 7.9 8.2 2.1 3.5 1.6 8.9

年
齢
階
級
別

65～74歳 2,285 30.2 21.3 56.4 53.2 49.1 42.4 8.2 8.1 2.1 3.2 1.4 2.4

75～84歳 1,780 15.6 16.0 44.3 43.5 46.5 47.2 9.7 7.4 1.5 3.4 1.9 7.6

85歳以上 646 7.3 10.5 26.5 33.7 31.6 35.6 3.7 4.6 2.0 5.7 1.1 24.6

世
帯
類
型
別

高齢者のみの世帯 2,684 19.7 19.2 49.0 45.6 46.6 42.7 8.2 7.5 1.9 3.7 1.7 6.6

ひとりぐらし 1,047 20.3 16.9 43.1 21.1 45.1 42.8 5.7 7.7 2.6 4.3 3.2 8.2

配偶者と二人暮らし 1,480 19.8 20.6 53.3 64.5 47.6 43.8 9.9 7.4 1.4 3.0 0.9 4.6

その他 157 14.0 21.7 47.1 30.6 47.8 31.8 8.3 6.4 1.9 7.0 - 14.6

高齢者以外（65歳未満）
がいる世帯

1,677 24.3 16.8 47.5 50.3 46.2 45.4 8.5 7.2 1.9 3.6 1.3 8.2

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 生きがいを感じるとき（性・年齢階級・世帯類型別）



90

この1年間に行った活動を性別でみると、「この1年間に活動した」の割合は、男性44.3％、女性44.6％となってい
る。活動内容は、男女とも「趣味・学習・スポーツ活動」の割合がそれぞれ36.6％、38.1％で最も高く、次いで「自
治会、町内会、老人クラブ、NPO団体などの役員、事務局活動」で、それぞれ11.9％、10.2％となっている。

総
数

こ
の
1
年
間
に
活
動
し
た

この一年間に活動した

活
動
は
し
て
い
な
い

無
回
答

趣
味
・学
習
・ス
ポ
ー
ツ
活
動

自
治
会
・
町
内
会
・
老
人
ク
ラ
ブ
・

N
P
O
団
体
な
ど
の
役
員
・
事
務
局
活
動

地
域
行
事(

地
域
の
催
し
物
の
運
営
・

祭
り
の
世
話
役
な
ど
）を
支
援
す
る
活
動

環
境
保
全
、
環
境
美
化
、
リ
サ
イ
ク
ル

な
ど
の
活
動

地
域
の
伝
統
や
文
化
を
伝
え
る
活
動

防
犯
や
災
害
時
の
救
援
・支
援
を
す
る

活
動

一
人
暮
ら
し
な
ど
見
守
り
が
必
要
な
高
齢
者
を

支
援
す
る
活
動

障
害
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
活
動

子
供
の
登
校
の
見
守
り
や
学
習
の
支
援

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
・非
行

防
止
の
た
め
の
活
動

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

子
育
て
を
支
援
す
る
活
動

外
国
人
を
支
援
す
る
活
動

そ
の
他

総数 4,711 44.4 37.4 11.0 7.2 6.2 2.7 3.1 2.2 2.0 1.8 0.9 1.8 1.3 0.7 0.6 46.5 9.1

性
・年
齢
階
級
別

男 2,138 44.3 36.6 11.9 8.8 6.4 3.7 4.6 1.6 1.8 2.2 1.3 1.7 0.6 1.0 0.7 47.1 8.6

65～69歳 492 48.4 41.5 13.0 9.1 5.5 4.3 4.7 0.8 2.0 2.2 1.4 2.4 0.6 1.2 0.4 44.1 7.5

70～74歳 622 48.9 42.0 11.9 9.3 7.2 3.2 5.0 1.1 2.7 2.3 1.6 1.9 0.6 1.8 1.0 43.2 7.9

75～79歳 460 42.2 33.9 13.5 10.7 6.7 4.8 5.4 3.3 0.9 2.4 1.1 1.3 0.4 0.4 1.1 49.3 8.5

80～84歳 307 39.7 31.6 10.4 7.2 6.5 3.3 3.3 2.0 1.0 2.3 1.0 1.3 1.0 0.3 0.3 48.5 11.7

85歳以上 257 34.6 25.3 8.6 5.8 5.4 2.3 3.9 1.2 1.6 1.9 1.2 0.8 - 0.4 0.8 56.8 8.6

女 2,573 44.6 38.1 10.2 5.8 6.0 1.9 1.9 2.6 2.3 1.5 0.5 1.9 1.9 0.5 0.5 45.9 9.5

65～69歳 489 52.1 45.0 10.2 5.3 5.1 2.5 1.6 2.7 2.5 1.6 0.8 2.5 3.7 0.2 0.6 41.5 6.3

70～74歳 682 51.6 46.8 9.8 7.5 6.6 1.6 1.5 2.6 2.6 1.8 0.3 2.5 2.1 0.7 0.7 41.2 7.2

75～79歳 576 47.6 40.5 12.0 8.7 9.4 3.3 4.5 4.0 3.0 2.4 0.7 2.3 1.6 0.9 0.3 40.6 11.8

80～84歳 437 39.8 31.4 11.9 3.7 5.3 1.4 0.7 3.0 1.8 0.7 0.5 1.8 1.1 0.2 0.2 49.0 11.2

85歳以上 389 23.7 18.5 6.2 1.3 1.8 0.3 0.5 0.3 0.8 0.3 0.3- 0.8 0.5 0.8 64.3 12.1

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 １年間に行った活動の状況（性・年齢階級別）
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この1年間に行った活動を地域別でみると、「この1年間に活動した」の割合は、区部42.6％、市町村部48.5％で、
市町村部の方が5.9％高くなっている。活動内容をみると、「趣味・学習・スポーツ活動」の割合は、区部35.7％、
市町村部41.2％で市町村部の方が5.5ポイント高くなっている。

総
数

こ
の
1
年
間
に
活
動
し
た

この一年間に活動した

活
動
は
し
て
い
な
い

無
回
答

趣
味
・学
習
・ス
ポ
ー
ツ
活
動

自
治
会
・
町
内
会
・
老
人
ク
ラ
ブ
・

N
P
O
団
体
な
ど
の
役
員
・
事
務
局

活
動

地
域
行(

地
域
の
催
し
物
の
運
営
・祭
り
の
世

話
役
な
ど
）を
支
援
す
る
活
動

環
境
保
全
、
環
境
美
化
、
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど
の

活
動

地
域
の
伝
統
や
文
化
を
伝
え
る
活
動

防
犯
や
災
害
時
の
救
援
・支
援
を
す
る
活
動

一
人
暮
ら
し
な
ど
見
守
り
が
必
要
な

高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

障
害
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
活
動

子
供
の
登
校
の
見
守
り
や
学
習
の
支
援

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
・非
行

防
止
の
た
め
の
活
動

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

子
育
て
を
支
援
す
る
活
動

外
国
人
を
支
援
す
る
活
動

そ
の
他

総数 4,711 44.4 37.4 11.0 7.2 6.2 2.7 3.1 2.2 2.0 1.8 0.9 1.8 1.3 0.7 0.6 46.5 9.1
区部 計 3,205 42.6 35.7 10.1 6.5 5.4 2.5 3.1 2.0 1.5 1.4 0.7 1.7 1.4 0.8 0.8 48.2 9.2
区中央部 305 49.8 41.0 13.1 11.5 6.9 4.6 4.3 2.0 1.6 2.0 0.7 3.3 1.3 2.0 0.7 45.2 4.9
区南部 361 38.5 32.7 10.5 5.8 5.0 1.1 3.0 2.2 0.3 1.7 0.3 1.9 0.8 - 1.1 51.5 10.0
区西南部 449 45.4 40.5 6.0 2.7 2.9 1.6 0.7 2.0 0.4 0.9 0.2 1.6 1.6 0.9 0.7 45.7 8.9
区西部 442 47.5 42.3 8.4 5.7 5.7 2.7 2.7 1.4 1.6 1.1 0.9 0.9 1.8 0.5 0.9 44.3 8.1
区西北部 650 40.9 34.5 9.7 6.5 4.3 2.2 3.7 2.0 2.3 1.4 0.9 1.1 1.2 0.8 1.2 48.5 10.6
区東北部 466 33.7 26.0 8.4 4.9 4.3 2.4 2.8 2.4 1.5 1.3 0.4 2.1 1.3 1.1 0.6 54.7 11.6
区東部 532 44.4 35.0 15.0 9.6 8.8 3.2 4.1 2.3 2.3 1.9 1.1 2.1 1.9 0.6 0.6 47.2 8.5

市町村部 計 1,506 48.5 41.2 12.7 8.5 7.9 3.3 3.3 2.5 3.1 2.7 1.3 2.0 1.0 0.7 0.2 42.8 8.8
西多摩 105 58.1 46.7 21.9 14.3 18.1 4.8 4.8 5.7 2.9 3.8 2.9 1.0 1.0 1.0 - 39.0 2.9
南多摩 541 48.6 41.6 13.1 9.6 8.7 3.7 3.9 1.5 3.1 2.0 0.9 1.5 1.1 0.7 0.4 43.1 8.3
北多摩西部 212 45.3 35.8 14.6 8.0 3.8 3.8 1.4 1.4 2.8 3.8 0.9 1.9 - 0.5 0.5 43.9 10.8
北多摩南部 385 49.6 43.9 9.4 7.5 6.5 2.6 3.6 4.4 3.1 2.1 1.3 2.3 0.8 0.8 - 41.3 9.1
北多摩北部 263 45.2 38.8 11.8 5.7 7.6 2.3 2.7 1.5 3.4 3.4 1.5 3.0 1.9 0.4 - 44.9 9.9

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 １年間に行った活動の状況（地域別）
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この1年間に行った活動を健康状態別でみると、健康状態がよくない人ほど、「この1年間に活動した」の割合は、低くなっている（61.0％～
16.7％）。外出の頻度が低くなるにつれて、 「この1年間に活動した」の割合は、低くなっている（51.5％～9.5％）。特に、ほとんど外出しない人は、
「活動はしていない」の割合が78.7％で約8割となっている。
地域とのつながり別にみると、地域とのつながりについて少し強くなっている、強くなっていると感じている人は、 「この1年間に活動した」の割合
が、それぞれ67.5％、62.3％と6割を超えている。

総
数

こ
の
1
年
間
に
活
動
し
た

この一年間に活動した

活
動
は
し
て
い
な
い

無
回
答

趣
味
・学
習
・ス
ポ
ー
ツ
活
動

自
治
会
・
町
内
会
・
老
人
ク
ラ

ブ
・
N
P
O
団
体
な
ど
の
役

員
・
事
務
局
活
動

地
域
行
事(

地
域
の
催
し
物
の
運
営
・祭

り
の
世
話
役
な
ど
）を
支
援
す
る
活
動

環
境
保
全
、
環
境
美
化
、
リ
サ
イ
ク
ル

な
ど
の
活
動

地
域
の
伝
統
や
文
化
を
伝
え
る
活
動

防
犯
や
災
害
時
の
救
援
・支
援
を
す
る

活
動

一
人
暮
ら
し
な
ど
見
守
り
が
必
要
な

高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

障
害
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
活
動

子
供
の
登
校
の
見
守
り
や
学
習
の
支
援

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
・非
行
防
止

の
た
め
の
活
動

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を
支
援
す
る

活
動

子
育
て
を
支
援
す
る
活
動

外
国
人
を
支
援
す
る
活
動

そ
の
他

総数 4,711 44.4 37.4 11.0 7.2 6.2 2.7 3.1 2.2 2.0 1.8 0.9 1.8 1.3 0.7 0.6 46.5 9.1

健
康
状
態

よい 788 61.0 54.4 15.4 10.4 10.0 4.3 4.7 3.6 4.1 2.8 1.0 2.8 2.3 0.9 0.5 31.9 7.1
まあよい 926 58.2 50.3 15.8 11.1 9.4 3.9 5.0 3.8 2.8 3.1 1.0 2.5 1.8 1.9 0.9 35.0 6.8
ふつう 1,834 42.8 35.3 9.9 6.2 5.0 2.2 2.5 1.9 1.4 1.6 1.1 1.6 1.0 0.3 0.7 47.1 10.1

あまりよくない 664 28.3 21.7 6.5 4.2 3.2 2.3 1.7 0.6 1.4 0.9 0.5 1.1 0.9 0.5 0.5 61.3 10.4

よくない 114 16.7 12.3 5.3 0.9 1.8 0.9 2.6 - - - - - - - - 66.7 16.7

外
出
の
頻
度
別

ほぼ毎日 2,119 51.5 44.4 12.7 9.2 8.2 3.7 4.4 3.1 3.0 2.5 1.3 2.7 1.9 1.0 0.9 39.8 8.7
週4回程度 834 50.0 42.7 12.2 7.7 7.0 2.2 2.9 2.3 2.4 1.6 0.7 1.8 1.3 1.0 0.8 43.5 6.5

週2～3回程度 974 42.5 35.6 10.2 5.2 4.0 2.6 2.1 1.0 0.9 1.7 0.6 0.9 0.3 0.6 0.3 48.8 8.7

週1日程度 344 28.8 20.6 7.3 4.1 4.1 1.7 1.2 1.5 0.6 0.6 - 0.9 0.6 - - 60.8 10.5
月1日程度 107 19.6 13.1 2.8 2.8 1.9 - 2.8 2.8 0.9 - 0.9 0.9 0.9 - - 66.4 14.0
ほとんど外出し
ない

263 9.5 5.7 3.8 1.1 0.4 0.4 0.8 - 0.4 - - 0.4 0.8 - - 78.7 11.8

地
域
と
の
つ
な
が
り
別

弱くなっている 1,285 38.0 33.0 5.2 3.7 3.2 0.9 1.6 1.3 1.9 0.9 0.5 1.2 0.9 0.5 0.5 53.8 8.2

少し弱くなって
いる

662 51.7 41.5 15.0 8.2 6.3 3.5 3.5 1.8 2.1 3.3 0.6 2.6 1.8 0.5 1.1 40.0 8.3

変わらない 2,094 50.5 42.6 13.3 8.9 7.8 3.5 3.8 2.7 2.1 2.1 1.2 1.8 1.6 0.9 0.6 40.7 8.8
少し強くなって
いる

114 67.5 58.8 28.1 20.2 19.3 7.9 7.9 5.3 6.1 2.6 - 4.4 0.9 3.5 1.8 26.3 6.1

強くなっている 53 62.3 50.9 37.7 35.8 30.2 13.2 20.8 13.2 11.3 9.4 7.5 7.5 3.8 1.9 - 22.6 15.1

その他 106 26.4 23.6 3.8 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 0.9 1.9 0.9 1.9 1.9 1.9 0.9 62.3 11.3

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 １年間に行った活動の状況（健康状態・外出頻度・地域とのつながり別）
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今後の活動意向を性別でみると、男性は、「趣味・外周・スポーツ活動」の割合が26.8％で最も高く、次いで「環
境保全、環境美化、リサイクルなどの活動」9.7％、「地域行事（地域の催し物の運営、祭の世話役など）を支援
する活動」8.4％となっている。女性は、 「趣味・外周・スポーツ活動」の割合が25.8％で最も高く、次いで「環境保
全、環境美化、リサイクルなどの活動」6.3％、「一人暮らしなど見守りが必要な高齢者を支援する活動」5.1％と
なっている。

総
数

趣
味
・学
習
・ス
ポ
ー
ツ
活
動

自
治
会
・
町
内
会
・
老
人
ク
ラ
ブ
・

N
P
O
団
体
な
ど
の
役
員
・
事
務
局

活
動

地
域
行
事(

地
域
の
催
し
物
の
運
営
・

祭
り
の
世
話
役
な
ど
）を
支
援
す
る
活
動

環
境
保
全
、
環
境
美
化
、
リ
サ
イ
ク
ル

な
ど
の
活
動

地
域
の
伝
統
や
文
化
を
伝
え
る
活
動

防
犯
や
災
害
時
の
救
援
・支
援
を
す
る
活
動

一
人
暮
ら
し
な
ど
見
守
り
が
必
要
な

高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

障
害
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
活
動

子
供
の
登
校
の
見
守
り
や
学
習
の
支
援

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
・非
行
防
止
の

た
め
の
活
動

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

子
育
て
を
支
援
す
る
活
動

外
国
人
を
支
援
す
る
活
動

そ
の
他

今
後
参
加
し
た
い
（活
動
し
続
け
た
い
）

活
動
は
な
い

無
回
答

総数 4,711 26.3 5.9 6.3 7.8 4.9 4.7 5.2 3.2 4.2 2.5 3.0 3.2 2.7 0.5 19.5 42.7

性
・年
齢
階
級
別

男

男全体 2,138 26.8 7.7 8.4 9.7 6.6 7.2 5.4 3.7 5.5 3.6 3.4 2.6 3.3 0.5 20.7 38.4
65～69歳 492 32.7 10.8 10.2 12.4 8.7 11.2 6.3 4.7 7.1 4.3 3.7 4.1 7.1 0.4 20.3 30.9
70～74歳 622 29.9 7.7 10.6 12.5 8.2 7.9 6.1 3.9 6.1 3.5 3.7 3.7 3.7 0.6 19.5 33.3
75～79歳 460 23.7 8.3 7.8 8.0 4.8 6.7 4.8 3.5 4.1 3.9 3.7 1.3 1.7 0.9 21.3 42.8
80～84歳 307 25.4 5.5 5.5 7.5 5.5 4.2 4.6 2.0 5.5 3.3 3.6 1.6 1.0 - 21.8 39.4
85歳以上 257 15.6 3.1 4.3 3.5 3.5 2.3 3.9 3.9 3.5 1.9 1.2 0.4 0.8 0.4 22.2 56.0

女

女全体 2,573 25.8 4.5 4.5 6.3 3.5 2.6 5.1 2.8 3.1 1.6 2.8 3.7 2.1 0.5 18.5 46.2
65～69歳 489 38.2 6.3 5.9 10.6 5.3 4.1 7.6 5.1 4.3 1.6 5.1 7.0 4.5 0.4 17.4 30.1
70～74歳 682 32.3 4.4 5.4 7.5 4.7 3.7 7.3 2.9 5.1 2.3 3.2 5.4 2.9 1.0 17.3 38.7
75～79歳 576 25.9 5.7 5.9 7.3 3.8 2.4 5.2 2.8 3.0 1.6 3.1 2.6 0.9 0.5 17.4 46.9
80～84歳 437 16.9 3.7 2.7 1.8 1.4 1.1 1.8 2.1 0.9 0.9 0.7 0.9 0.7 - 21.5 56.8
85歳以上 389 8.5 1.3 1.3 2.1 0.8 1.0 1.5 0.8 0.8 1.0 0.8 1.3 1.0 0.5 20.1 66.8

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 今後の活動内容と活動意向（性・年齢階級別）
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今後の活動意向を地域別でみると、区部、市町村部とも「趣味・学習・スポーツ活動」の割合がそれぞれ24.9％、
29.1％で最も高くなっている。

総
数

趣
味
・学
習
・ス
ポ
ー
ツ
活
動

自
治
会
・
町
内
会
・
老
人
ク
ラ
ブ
・

N
P
O
団
体
な
ど
の
役
員
・
事
務
局

活
動

地
域
行
事
（地
域
の
催
し
物
の
運
営
・

祭
り
の
世
話
役
な
ど
）を
支
援
す
る
活
動

環
境
保
全
、
環
境
美
化
、
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど

の
活
動

地
域
の
伝
統
や
文
化
を
伝
え
る
活
動

防
犯
や
災
害
時
の
救
援
・支
援
を
す
る
活
動

一
人
暮
ら
し
な
ど
見
守
り
が
必
要
な

高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

障
害
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
活
動

子
供
の
登
校
の
見
守
り
や
学
習
の
支
援

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
・非
行

防
止
の
た
め
の
活
動

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

子
育
て
を
支
援
す
る
活
動

外
国
人
を
支
援
す
る
活
動

そ
の
他

今
後
参
加
し
た
い
（活
動
し
続
け
た
い
）

活
動
は
な
い

無
回
答

総数 4,711 26.3 5.9 6.3 7.8 4.9 4.7 5.2 3.2 4.2 2.5 3.0 3.2 2.7 0.5 19.5 42.7

地
区
別

区部 計 33 24.9 5.6 5.6 7.1 4.5 4.1 4.5 2.8 4.0 2.4 2.5 3.2 2.8 0.5 19.8 44.1
区中央部 4 24.9 6.2 5.9 6.6 6.9 4.6 3.6 2.6 3.9 1.3 3.6 2.6 5.9 0.3 18.4 45.2

区南部 361 23.8 4.7 4.7 7.2 3.9 4.4 5.5 3.0 5.5 2.5 3.3 3.3 3.3 0.8 17.2 46.8
区西南部 449 27.2 3.1 5.3 8.0 3.8 3.8 4.2 2.9 3.6 2.2 1.8 3.3 3.8 0.7 20.0 41.0
区西部 442 23.3 4.3 5.0 6.6 5.4 5.0 5.0 2.9 3.8 2.5 1.8 3.6 2.9 0.5 17.9 46.8
区西北部 650 26.3 6.0 5.2 7.8 3.2 3.4 4.6 2.6 3.8 2.8 2.6 2.8 2.0 0.6 20.6 42.3
区東北部 466 21.0 6.2 4.7 3.6 4.7 2.8 2.8 1.9 3.6 2.1 2.1 2.4 0.9 0.2 21.0 47.9
区東部 532 26.9 7.7 8.1 9.2 4.9 5.5 5.3 3.4 3.9 2.6 2.4 4.3 2.4 0.4 21.6 41.0

市町村部 計 1,506 29.1 6.7 7.8 9.4 5.7 5.9 6.8 4.2 4.6 2.7 4.2 3.1 2.3 0.6 18.9 39.6
西多摩 105 25.7 7.6 13.3 10.5 7.6 11.4 7.6 4.8 2.9 3.8 5.7 3.8 2.9 - 22.9 35.2

南多摩 541 29.9 8.1 7.4 8.9 4.8 5.5 6.1 3.7 4.8 3.1 3.7 2.4 1.8 0.9 21.4 37.5
北多摩西部 212 27.8 7.1 10.8 9.0 4.7 5.2 9.0 3.3 5.2 1.9 5.7 4.2 2.4 0.5 17.0 40.6
北多摩南部 385 28.6 4.9 6.5 8.6 4.9 4.7 6.0 4.7 4.4 1.8 4.2 2.6 2.9 0.5 16.1 45.7
北多摩北部 263 30.4 5.7 5.7 11.4 8.7 6.8 7.6 4.9 4.9 3.4 3.8 4.2 2.3 0.4 17.5 35.7

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 今後の活動内容と活動意向（地域別）
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今後の活動意向を健康状態別でみると、健康状態がよくない人ほど、「今後参加したい（活動し続けたい）活動はない」の割合が高く、健康状態がよい人が
16.1％であるのに対し、よくない人は30.7％で、14.6ポイント高くなっている。
地域とのつながり別にみると、「自治会、町内会、老人クラブ、NPO団体などの役員、事務局活動」、「地域行事(地域の催し物の運営、祭の世話役など）を支援
する活動」、「地域の伝統や文化を伝える活動」、「子供の登校の見守りや学習の支援」の割合は、地域とのつながりが強くなっていると感じている人の方が弱
くなっていると感じている人に比べて10ポイント以上高くなっている。

総
数

趣
味
・学
習
・ス
ポ
ー
ツ
活
動

自
治
会
・
町
内
会
・
老
人

ク
ラ
ブ
・
N
P
O
団
体
な

ど
の
役
員
・
事
務
局
活
動

地
域
行
事
（地
域
の
催
し
物
の

運
営
・祭
り
の
世
話
役
な
ど
）

を
支
援
す
る
活
動

環
境
保
全
、
環
境
美
化
、

リ
サ
イ
ク
ル
な
ど
の
活
動

地
域
の
伝
統
や
文
化
を
伝
え

る
活
動

防
犯
や
災
害
時
の
救
援
・支
援

を
す
る
活
動

一
人
暮
ら
し
な
ど
見
守
り
が

必
要
な

高
齢
者
を
支
援
す
る
活
動

障
害
の
あ
る
人
を
支
援
す
る

活
動

子
供
の
登
校
の
見
守
り
や
学
習

の
支
援

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
・非

行

防
止
の
た
め
の
活
動

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
を
支

援
す
る
活
動

子
育
て
を
支
援
す
る
活
動

外
国
人
を
支
援
す
る
活
動

そ
の
他

今
後
参
加
し
た
い
（活
動
し
続

け
た
い
）活
動
は
な
い

無
回
答

総数 4,711 26.3 5.9 6.3 7.8 4.9 4.7 5.2 3.2 4.2 2.5 3.0 3.2 2.7 0.5 19.5 42.7

健
康
状
態

よい 788 32.7 8.5 9.0 10.0 6.5 7.4 6.0 4.2 6.0 3.0 4.8 4.8 4.4 0.6 16.1 37.2
まあよい 926 30.6 8.2 8.5 10.5 6.7 6.2 6.4 4.3 6.5 3.0 3.2 4.0 4.5 0.9 18.9 35.6
ふつう 1,834 28.1 5.3 6.2 8.0 4.7 4.5 5.9 3.2 3.1 2.4 3.1 2.6 1.8 0.4 20.5 38.9
あまりよくない 664 22.9 4.4 3.3 6.0 3.5 2.8 3.5 2.9 4.1 2.6 2.3 3.2 1.8 0.3 29.4 39.6
よくない 114 11.4 3.5 2.6 1.8 2.6 2.6 4.4 1.8 3.5 0.9 2.6 2.6 0.9 0.9 30.7 53.5

外
出
の
頻
度
別

ほぼ毎日 2,119 29.1 7.4 7.9 10.1 6.6 6.0 6.7 4.3 5.9 3.3 4.1 4.1 3.9 0.7 17.4 39.2
週4回程度 834 31.9 6.2 7.4 8.0 4.9 4.8 5.0 2.9 4.3 3.4 2.6 3.4 2.3 0.7 18.2 39.2
週2～3回程度 974 25.3 4.5 4.9 6.5 3.2 4.1 4.0 2.4 2.2 1.1 2.6 2.0 1.6 0.3 21.7 42.8
週1日程度 344 20.1 5.2 4.4 5.2 3.5 2.6 4.4 2.0 3.2 0.9 1.5 2.9 1.7 0.3 27.3 43.0
月1日程度 107 14.0 1.9 - 1.9 1.9 - 1.9 0.9 0.9 0.9 0.9 1.9 - - 18.7 60.7
ほとんど外出
しない

263 4.2 1.1 0.4 0.8 1.1 0.8 1.1 0.8 1.1 0.8 0.8 1.1 0.4 0.4 24.3 68.1

地
域
と
の
つ
な
が
り
別

弱くなっている 1,285 27.0 4.6 5.4 7.2 3.9 4.9 5.4 3.4 3.9 2.0 3.2 3.8 2.6 0.4 24.7 37.8
少し弱くなって
いる

662 31.7 7.6 8.2 9.8 6.9 3.2 5.9 4.1 4.8 2.7 4.2 3.2 2.9 1.1 16.9 37.5

変わらない 2,094 28.6 6.9 7.2 8.6 5.6 5.7 5.3 3.3 4.7 3.0 3.1 3.4 3.0 0.6 20.8 37.2
少し強くなって
いる

114 32.5 12.3 11.4 15.8 5.3 10.5 13.2 7.0 5.3 3.5 5.3 1.9 5.3 - 7.0 42.1

強くなっている 53 26.4 20.8 18.9 15.1 17.0 11.3 13.2 5.7 15.1 9.4 5.7 5.7 7.5 - 3.8 47.2
その他 106 16.0 - 0.9 3.8 2.8 - 1.9 - 0.9 - - 2.8 0.9 0.9 28.3 50.9

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 今後の活動内容と活動意向（健康状態・外出頻度・地域とのつながり別）



この1年間に趣味やスポーツ、地域活動などを行った人に、活動のきっかけを聞いたところ、「友人・仲間の誘
い」の割合が40.1％で最も高く、次いで「近所に自分の興味のある活動があった」が22.4％であった。
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40.1

0

22.4

17.6
14.6

12.3

1.5 0.8

15.1

10.4

39.4 38.2

15.4

27.4

9.4 9.0
2.9 1.1 5.3

3.3

0

10

20

30

40

50

友
人
・仲
間
の
誘
い

も
と
も
と
、
興
味
や
問
題
意
識
を
持
っ
て
い

た

近
所
に
自
分
の
興
味
の
あ
る
活
動
が
あ
っ

た

自
治
会
・町
内
会
の
誘
い

家
族
の
す
す
め

区
市
町
村
の
広
報
誌
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な

ど
を
見
て

医
師
、
保
健
師
な
ど
の
医
療
従
事
者
の
す

す
め

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
す
す
め

そ
の
他

無
回
答

令和2年度（2,094人） 平成27年度（2,037人）

（%）

（注）令和2年度の「もともと、興味や問題意識を持っていた」の選択肢を設けていない

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 活動を始めたきっかけ
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27.2

23.6

18.3

13.6 13.3 12.6 12.0

5.9

2.6
4.3

24.1

0

10

20

30

健
康
・体
力
面
に
不
安
が
あ
る
か
ら

参
加
す
る
き
っ
か
け
が
な
い
か
ら

時
間
的
な
余
裕
が
な
い
か
ら

一
緒
に
活
動
す
る
仲
間
が
い
な
い
か
ら
、

一
人
で
参
加
す
る
こ
と
に
抵
抗
が
あ
る
か
ら

社
会
参
加
等
の
活
動
を
し
た
い
と
思
わ
な
い

か
ら

興
味
の
あ
る
活
動
内
容
が
な
い
か
ら

活
動
の
情
報
が
な
い
か
ら

身
近
な
地
域
に
活
動
場
所
が
な
い
な
ど
、

通
い
に
く
い
か
ら

料
金
の
負
担
が
あ
る
、
ま
た
は
料
金
が
高
い
か

ら

そ
の
他

無
回
答

総数＝2,190人

この1年間に趣味やスポーツ、地域活動などの活動はしていない人に、活動に参加しない理由を聞いたところ、
「健康・体力面に不安があるから」の割合が27.2%で最も高く、次いで「参加するきっかけがないから」が23.6%、
「時間的な余裕がないから」が18.3%であった。

（%）

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 社会参加をしない理由



現在の仕事の有無について、「仕事をしている」の割合が31.6%で、「仕事をしていない」の割合は66.5％となって
おり、「仕事をしていない」割合は減少傾向にある。
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31.6

31.2

29.0

66.5

68.2

70.7

1.8

0.5

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年度（4,711人）

平成27年度（4,390人）

平成22年度（4,767人）

仕事をしている 仕事をしていない 無回答

29.8

32.3

44.5

9.7

7.1

7.8

10.9

7.4

9.7

36.0

26.3

29.0

4.9

4.7

6.3

6.2

4.3

1.8

2.5

17.9

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年度（1,491人）

平成27年度（1,371人）

平成22年度（1,382人）

自営業（家族従事者を含む。） 正規の職員・従業員 会社などの役員 契約・派遣・臨時・パート シルバー人材センターの会員 その他 無回答

【現在の仕事の有無】

【就労体系】

就労形態について、「契約・派遣・臨時・パート」の割合が令和2年度から最も高くなり36.0％となり、次いで「自営
業（家族従事者を含む。）」が29.8％となっている。

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 現在の仕事の有無・就労体系



収入のある仕事をしている人に仕事をしている理由を聞いたところ、「収入を得たいから」の割合が73.2%と最も
高く、次いで「健康に良いから」が43.5％であった。
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に
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て
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る
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力
を
生
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し
た
い
か
ら

生
き
が
い
を
得
た
い
か
ら

社
会
と
つ
な
が
っ
て
い
た
い
か
ら

社
会
の
役
に
立
ち
た
い
か
ら

何
も
し
な
い
で
い
る
と
退
屈
だ
か
ら

友
人
が
ほ
し
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

令和2年度（1,491人） 平成27年度（1,371人） 平成17年度（1,255人）

（%）

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 仕事をしている理由



性・年齢階級別にみると、男女ともいずれの年齢階級においても「収入を得たいから」の割合が最も高く、特に65
～69歳の年齢階級では男性81.3%、女性80.3％と8割を超える。
また、「健康に良いから」と回答した割合が最も高いのは、男女とも70～74歳の年齢階級であり、男性47.7％、女
性49.3％であった。
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総
数

収
入
を
得
た
い
か
ら

健
康
に
良
い
か
ら

持
っ
て
い
る
能
力
を
生
か
し
た
い
か
ら

生
き
が
い
を
得
た
い
か
ら

社
会
の
役
に
立
ち
た
い
か
ら

社
会
と
つ
な
が
っ
て
い
た
い
か
ら

友
人
が
ほ
し
い
か
ら

何
も
い
な
い
で
い
る
と
退
屈
だ
か
ら

そ
の
他

無
回
答

総数 1,491 73.2 43.5 32.2 30.7 22.5 29.1 5.0 22.8 4.0 4.6

性
・年
齢
階
級
別

男
性

男全体 885 76.7 45.0 35.6 30.3 24.0 27.7 6.7 25.4 2.5 3.4

65～69歳 320 81.3 42.2 38.8 26.2 20.6 28.1 6.6 27.2 2.8 3.4

70～74歳 302 80.8 47.7 36.8 32.5 29.1 29.1 6.0 27.2 2.0 1.7

75歳以上 263 66.5 45.2 30.4 32.7 22.1 25.5 7.6 21.3 2.7 5.3

女
性

女全体 606 68.2 41.3 27.2 31.2 20.5 31.2 2.6 19.0 6.1 6.4

65～69歳 208 80.3 36.5 27.9 27.9 18.8 35.6 2.4 19.7 5.8 2.4

70～74歳 201 66.7 49.3 29.4 33.3 24.4 33.8 3.5 22.4 7.5 4.0

75歳以上 197 56.9 38.1 24.4 32.5 18.3 23.9 2.0 14.7 5.1 13.2

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 仕事をしている理由 （性・年齢階級別）
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健康状態別にみると、健康状態がよくないと回答した人においても、「収入を得たいから」50.0％の割合が最も高い。
現在の仕事の就労形態別にみると、「収入を得たいから」の割合は、正規の職員・従業員82.6％、契約・派遣・臨時・
パート81.6％は8割を超える。また「健康に良いから」の割合はシルバー人材センターの会員が最も高く63.0％であっ
た。

総
数

収
入
を
得
た
い
か
ら

健
康
に
良
い
か
ら

持
っ
て
い
る
能
力
を

生
か
し
た
い
か
ら

生
き
が
い
を

得
た
い
か
ら

社
会
の
役
に

立
ち
た
い
か
ら

社
会
と
つ
な
が
っ
て

い
た
い
か
ら

友
人
が
ほ
し
い
か
ら

何
も
い
な
い
で
い
る
と

退
屈
だ
か
ら

そ
の
他

無
回
答

健
康
状
態
別

よい 339 71.4 47.8 43.1 37.2 31.9 34.8 5.9 20.1 2.9 0.6

まあよい 368 76.9 51.9 33.4 34.0 25.3 33.2 4.9 25.0 3.5 1.6

ふつう 591 76.5 43.1 30.8 29.4 19.1 26.6 4.6 24.9 4.4 3.2

あまりよくない 132 73.5 28.0 15.9 17.4 12.9 23.5 6.8 20.5 6.8 5.3

よくない 12 50.0 8.3 25.0 25.0 16.7 8.3 - 8.3 - 16.7

現
在
の
仕
事
の
就
労
形
態
別

自営業（家族従事者を含む。） 444 73.4 32.9 29.5 28.8 16.7 20.3 2.9 16.2 7.0 5.2

正規の職員・従業員 144 82.6 38.9 42.4 31.9 20.1 28.5 5.6 19.4 3.5 2.8

会社などの役員 162 59.3 41.4 43.8 42.0 35.8 31.5 8.0 22.2 6.2 6.2

契約・派遣・臨時・パート 537 81.6 55.3 31.7 30.0 23.8 35.6 5.0 29.4 1.3 1.5

シルバー人材センターの会員 73 60.3 63.0 16.4 34.2 24.7 42.5 9.6 38.4 - 2.7

その他 93 54.8 26.9 33.3 23.7 25.8 20.4 4.3 14.0 5.4 6.5

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 仕事をしている理由 （健康状態、現在の仕事の就労形態別）
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16.3

18.7

31.2

25.6

19.5

12.3

4.2

14.8

29.6

22.9

11.8

7.5
3.4

50.8

50.0

41.9

52.7

51.8

53.1

46.7

51.3

52.7

57.8

56.4

47.4

38.5

19.2

20.5

22.2

16.1

20.5

19.9

26.2

18.3

13.0

13.8

20.4

24.1

20.1

13.7

10.8

4.8

5.7

8.3

14.6

22.9

15.6

4.7

5.5

11.3

20.8

37.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（3,135人）

男全体

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

女全体

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

男
女

総
数

性
・
年
齢
階
級
別

仕事をしたいと思う 仕事をしたいと思わない 健康上の理由などですることができない 無回答

今後、収入が得られる仕事をしたいか聞いたところ、「仕事をしたいと思わない」50.8%と最も多く、「仕事をしたい
と思う」は16.3%であった。また「健康上の理由などですることができない」は19.2%である。
性・年齢階級別でみると、「仕事をしたいと思う」の割合は、65～69歳が男女とも最も高く、男性31.2％、女性
29.6％となっている。

仕事をしたいと思う
週5日し
たい

週3～4
日したい

週1～2
日したい

月1～2
日したい

計

総数 0.9 4.4 8.3 2.7 16.3
男全体 1.4 6.0 9.4 1.9 18.7
65～69歳 4.8 13.8 11.4 1.2 31.2
70～74歳 2.2 9.8 12.0 1.6 25.6
75～79歳 0.3 4.0 11.9 3.3 19.5
80～84歳 0.4 3.5 6.6 1.8 12.3
85歳以上 - - 3.3 0.9 4.2
女全体 0.6 3.4 7.6 3.2 14.8
65～69歳 2.5 6.9 14.4 5.8 29.6
70～74歳 0.4 5.1 12.7 4.7 22.9
75～79歳 0.2 2.9 6.0 2.7 11.8
80～84歳 0.3 2.0 3.0 2.2 7.5
85歳以上 - 0.3 2.0 1.1 3.4

（%）

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 非就業者の今後の就業意向と頻度 （性、年齢階級別）
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世帯の貯蓄別にみると、貯金はない人では「健康上の理由などですることができない」の割合が31.6%で最も高い。
また世帯の貯蓄額が300万円以上になると、「仕事をしたいと思わない」の割合が5割近くなる、もしくは超えている。

19.1

19.3

20.7

18.6

16.3

21.8

17.7

17.0

12.8

12.2

29.8

34.8

38.1

36.6

50.4

48.4

49.7

56.3

64.8

69.3

31.6

25.6

24.4

24.8

22.5

18.2

20.2

15.5

14.8

10.3

19.4

20.3

16.9

19.9

10.9

11.5

12.5

11.2

7.7

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貯蓄はない

100万円未満

100万円以上

200万円未満

200万円以上

300万円未満

300万円以上

400万円未満

400万円以上

500万円未満

500万円以上

1000万円未満

1000万円以上

2000万円未満

2000万円以上

3000万円未満

3000万円以上

世
帯
の
貯
蓄
別

仕事をしたいと思う 仕事をしたいと思わない 健康上の理由などですることができない 無回答

仕事をしたいと思う
週5日
したい

週3～4日
したい

週1～2日
したい

月1～2日
したい

計

貯蓄はない 2.1 6.1 8.5 2.4 19.1

100万円未満 1.9 5.8 8.2 3.4 19.3

100万円以上
200万円未満

1.9 6.9 10.0 1.9 20.7

200万円以上
300万円未満

0.6 8.1 9.3 0.6 18.6

300万円以上
400万円未満

- 6.2 7.0 3.1 16.3

400万円以上
500万円未満

0.5 5.7 13.0 2.6 21.8

500万円以上
1000万円未満

0.2 5.0 9.1 3.4 17.7

1000万円以上
2000万円未満

0.9 3.0 9.7 3.4 17.0

2000万円以上
3000万円未満

0.4 3.9 6.0 2.5 12.8

3000万円以上 0.8 1.9 7.0 2.5 12.2

（%）

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 非就業者の今後の就業意向と頻度 （家計の状況別）
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（注）最長職業のうち、「その他の就業」に
ついては、母集団が4人のため省略した

総数（収入のある仕事をしたいと思っている人）＝512人

21.5

23.6

19.8

24.8

16.7

9.5

15.6

23.3

21.1

23.4

22.5

30.9

29.7

31.8

22.9

46.4

28.6

30.0

32.2

10.5

37.7

21.3

13.5

14.0

13.1

13.3

13.1

19.0

18.9

10.6

26.3

10.4

16.3

7.4

5.2

9.2

9.0

3.6

14.3

2.2

5.7

9.1

16.3

9.0

10.0

8.1

11.1

5.4

4.8

11.1

9.7

15.8

6.5

6.3

10.7

13.1

8.8

10.8

10.1

14.3

12.2

11.9

26.3

5.2

10.0

7.0

4.4

9.2

8.0

4.8

9.5

6.6

7.8

7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

男

女

65～74歳

75～84歳

85歳以上

自営業（家族従事者を含む。）

正規の職員・従業員

会社などの役員

契約・派遣・臨時・パート

家事専業（専業主婦・主夫）

性
別

年
齢
階
級
別

最
長
職
業
別

希望や条件に合う働くところがないから 年齢制限で働くところが見つからないから 体力的に働くのはきついから

家事・育児・介護に従事していて、働く時間がないから その他 特に理由はない

無回答

「年齢制限で働くところが見つからないから」の割合が30.9％で最も高く、次いで「希望や条件に合う働くところが見つからないから」
が21.5％である。
年齢階級別でみると、75～84歳では「年齢制限で働くところが見つからないから」の割合が46.4％と最も高く、また最長職業別では
契約・派遣・臨時・パートで同様の割合が37.7％と高い傾向にある。一方で会社などの役員の割合は10.5%と最も低い。

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 就業意向はあるが就業していない理由 （性、年齢階級、最長職業別）



令和2年度の理想就業年齢の回答は「70歳頃まで」の割合が31.2%で最も高く、次いで「75歳頃まで」が21.8％と
なっている。
「70歳頃まで」「75歳頃まで」「80歳頃まで」「85歳以上で働けるまで」を合わせた割合は平成22年度は71.4％、令
和2年度は74.8％であり、やや増加傾向にある。一方で、「60歳頃まで」「65歳頃まで」を合わせた割合は平成22
年度は22.7％であるが、令和2年度は12.6％となっており、減少傾向である。
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2.0

2.8

4.7

10.6

15.0

18.0

31.2

35.1

36.0

21.8

20.4

17.7

10.4

7.9

6.8

11.4

11.3

10.9

12.5

7.4

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年度

（4,711人）

平成27年度

（4,390人）

平成22年度

（4,767人）

60歳頃まで 65歳頃まで 70歳頃まで 75歳頃まで 80歳頃まで 80歳頃以上で働けるまで 無回答

71.4%22.7%

74.7%17.8%

74.8%12.6%

出典：東京都福祉保健局「令和２年度 高齢者の生活実態」

Ｈ 介護
予防 理想の就業年齢（何歳ごろまで働ける社会が理想か）


